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1はじめに	
今日のインドの二輪車生産台数は年間1,700万台と，中国を抜いて世界第
一位である1）。一方，自転車生産台数は中国に次いで世界第二位である。
とはいえ，前者が年産8,000万台であるのに対しインドのそれは1,400万台
にすぎず，中国との間には埋めることができない大きな溝がある。また中
国の自転車産業が輸出主導型（総生産台数のうち７割近くが輸出に向けら
れている）であるのに対し，インドのそれはもっぱら国内市場向けである
（総生産台数のうち輸出に向けられているのはわずか７％である）（表１）。
表１　インドと中国の自転車産業比較（2012〜13年）
インド 中国
生産能力（台数） 1,400万台 8,300万台
国内販売台数 1,200〜1,300万台 2,600万台
輸出台数 100万台 5,700万台
輸入台数 170万台 不明
産業規模 15億米ドル 80億米ドル
出所：TERI 2014: 40.
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1） 三嶋が作成した2007年時点での「（図1-1）アジアにおけるオートバイ生産・販売・輸出台数
と直接投資フローの概要」によると（三嶋 2010; p. 5），中国の生産台数2,577万台に対し，
インドのそれは815万台と中国のほぼ３分の１であった。その後の短期間に生じた中国とイ
ンドの地位の逆転は，中国での生産台数の減少とインドでの生産台数の増加という２つの要
因によるものである。
21978年の改革開放以降の中国，そして1991年の経済自由化以降のインド
では，乗用車部門だけでなく二輪車部門でも日系企業の進出には目覚まし
いものがある。こうした産業では中国でもインドでも地場企業を含めた激
しい競争が生じており，その結果当該産業の輸出競争力が高まってきてお
り，企業・産業のグローバル化が急速に進展している。これに対し，自転
車産業は外資進出という点で二輪車産業とは対照的である。中国では，日
系企業および台湾企業が精力的に進出し，その結果中国地場の企業が立ち
あがるとともに，まもなく電動自転車やバイク・シェアリングといった自
転車産業の破壊的革新を見たのに対し（駒形 2011; Weinert, Ma, and 
Cherry 2007; Zhang, Shaheen, and Xingpeng 2014; Ruan, Hang, and Wang 
2014），インドの自転車産業は一貫してインド系地場企業の独壇場である。
そこには外資系企業の進出は見られず，みるべき革新もない2）。自転車産
業に見られる，中国とインドとの間のこうした大きな差異は，どのような
理由で生じているのであろうか。また二輪車産業（モーターサイクイル，
スクーター，モペッド）と自転車産業（普通車，電動アシスト自転車，電
動自転車）はどのような関係にあるのであろうか。また二輪車の市場と自
転車の市場とはどのような関係があるのであろうか3）。図１はインドにお
ける二輪車と自転車の生産額の推移（1997年から2017年まで）をみたもの
である。この間，二輪車生産額は312億ルピーから5,153億ルピーへと16.5
倍の伸びを，一方自転車生産額は40億ルピーから497億ルピーへと12.4倍の
2） むしろ輸送機器部門におけるインドの革新は，結果的に成功したとは言いがたいが，タータ
ー・モーターズが開発し，2008年に販売を始めた小型乗用車ナノという形で生じた。一方，
中国自転車産業で生じた２つの革新，電動自転車とバイク・シェアリングは，現状ではとも
にインドでは普及しそうもない（Cherry and Jones 2009; Dhingra and Kodukula 2010）。
3） インドには，二輪車部門および自転車部門の双方で市場シェアトップを占める企業グループ
がある。ヒーロー・モトコープ社とヒーロー・サイクル社を統括するヒーロー・グループで
ある。両部門で市場シェアのトップを占める企業グループは，現在では日本でも中国でも台
湾でも東南アジア諸国でも見あたらない。かつて中国の広州には「五羊」ブランドで自転車
とオートバイの双方を製造する「五羊自転車企業集団工業公司」があったが，現在では，
「五羊」ブランドは「ただの歴史上の言葉として捨て去られ，人々の視野から消えている」
（谷 2009: 276-282）と報告されている。
3伸びをそれぞれ記録したが，両産業の生産額の絶対的格差は大きく広がっ
ている。本論稿は，こうした問題意識の下で，インド自転車産業の発展と
特徴を概観するものである。
１．自転車産業の国際価値連鎖と産業特性：オープン・モジュラー
　　型産業
よく知られているように，ジェレフィたちは「市場か，それとも垂直統
合か」（あるいは”make or buy”）というオリバ ・ーウイリアムソンが取引
費用論の観点から導入した二者択一のフレームワークを拡大して，図２の
よ う な ５ つ の 国 際 価 値 連 鎖 ガ ヴ ァ ナ ン ス 類 型 を 提 案 し た（Gereffi, 
Humphrey, and Sturgeon 2006）。すなわち，（1）市場型，（2）モジュラー
型，（3）関係型，（4）キャプティブ型，（5）垂直統合型，の５つである。
そして価値連鎖の型を決定する３つの要因として，（a）取引の複雑性，（b）
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図１　インドにおける二輪車と自転車の生産額の推移：1997年〜2017年（100万
ルピー）
4情報のコード化可能性，（c）サプライヤーの能力をあげ，こうした３つの
要因を「高い・低い」によって，それぞれの類型を特徴づけた。さらに彼
らは議論を進め，ダイナミックな観点から見ると，それぞれの価値連鎖類
型は固定的なものではなく変化あるいは進化すると論じた。表２は，国際
価値連鎖ガヴァナンスの決定要因とそのダイナミックな変化を示すもので
ある。こうした一連の仮説を提示する中で，ダイナミックな変化を示す具
体的な産業として，アパレル，生鮮野菜，電子産業と並んで自転車産業が
とりあげられた。ところがジェレフィたちが注目したにもかかわらず，国
際価値連鎖という観点からの自転車産業の分析は，ほとんど進展していな
い。アパレル，生鮮野菜，電子産業に関する研究・調査が膨大な数にのぼ
っているのとは対照的である。
ともあれジェレフィたちは，20世紀に入ってからの自転車産業を「垂直
統合から主として市場メカニズムに依存する企業間ガヴァナンスへと発展
出所：Gereﬀ, Humphrey and Sturgeon 2006.
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図２　国際価値連鎖の５つのガヴァナンス型
5した好個の事例」としてとりあげた。彼らによると，こうした市場型ガヴ
ァナンスは自転車産業での低い取引費用（とくに部品のデザインを最終製
品のデザインにコーディネートする費用）と工業標準の勃興によって可能
となった規模の経済と生産だけでなく，サプライヤー（自転車部品メーカ
ー）間での専業能力の発展によって可能になった。自転車メーカーは1890
年代には垂直的に統合されていたが，まもなくフラグメンテーションが起
こり，今日では価値連鎖の各セグメントに大規模な企業が存在する。異な
った自転車部品は異なった能力を必要とし，それが範囲の経済を制約して
いる。サプライヤーの専門知識は，他の部品の変更を必要としないかぎり，
それぞれの専門分野でのイノベーションを促した。こうした専業メーカー
が市場のセグメントを支配する（例えば駆動部品におけるシマノ）と，こ
うした分野では他のメーカーよりも成功し，もし極端に成功すると自転車
産業全部において「デファクト・スタンダード」を形成することになる，
と論じた。
20世紀に入ってからの自転車産業の歴史に関するジェレフィ＝ハンフ
リー＝スタージョンの叙述は，ガーヴァン＝モーケルの研究に依拠したも
のである（Garvin and Morkel 2001）。ガーヴァン＝モーケル論文は，自転
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表２　国際価値連鎖のダイナミクス
Governance type Complexity of
 transactions
Ability to codify 
transactions
Capabilities in the
 supply-base
Market Low High High
Modular High High High
Relational High Low High
Captive High High Low
Hierarchy High Low Low
Dynamics of changes in governance:
①Increasing complexity of transactions also reduces supplier competence in re- 
lation to new demands.
②Decreasing complexity of transactions and greater ease of codification.
③Better codification of transactions.
④De-codification of transactions.
⑤Increasing supplier competence.
⑥Decreating supplier competence.
出所：Gereffi, Humphrey and Sturgeon 2006; p.90.
6車産業の歴史的な発展経過を踏まえ，アーキテクチャ論の観点から自転車
産業の特性を見事に論じたもので，おそらく英文で書かれた最初で，かつ
唯一のものである。
彼らによると，自転車のアーキテクチャは過去100年間ほとんど変わっ
ていない。「支配的なデザイン」が1890年代に確立してからというもの4），
部品間インターフェイスが徐々に制度化され，やがて全てのアーキテクチ
ャに及び，自転車は「モジュラー製品」になった5）。部品の国際標準が生
み出された結果，産業のフラグメンテーションが促進され，それぞれの部
品産業が「一連の疑似独立産業（a series of pseudo-independent industries）」
となった。またフラグメンテーションが促進された結果，部品レベルを超
えた革新が生じることがなくなったし，部品間インターフェイスの標準化
によって参入障壁が引き下げられた。各部品メーカーは自転車の組立メー
カーあるいは他の部品メーカーを気にすることなく，生産に従事すること
になった。その結果，アーキテクチャ・レベルでの「根本的な革新（radical 
innovation）」はほとんど見られなくなった。そしてガーヴァン＝モーケル
は，米国の自転車産業の発展史を次のように語っている。
1890年代になると支配的なデザインは「セーフティー型」自転車となっ
たが，当時の支配的な組立メーカーの大半は依然としてかなり統合型であ
4） いわゆる「セーフティー型」自転車の出現である。ダイヤモンド型のフレーム，チェーンを
用いたドライブトレーン，キャリバーブレーキ，スポーク付車輪，によって特徴づけられる
（Garvin and Morkel 2010: 36）。東正志は，「このセーフティー型にダンロップ社製タイヤや
フリーホイールが搭載され，現在の自転車の基礎的なモデルができあがる」と説明している
（東 2008: p.154）。
5） 自転車産業発展の初期段階から，英国，ドイツ，フランスのメーカーも意識的に部品の標準
化を行い，互換性を高めていった（Harrison 1969: 289）。また後発国日本の場合も「輸入自
転車の修理，補修用部品の製作から，まず部品工業が形造られたのに始まり，それがやがて
国産完成車の製造に進んだものであって」，「完成車組立技術そのものが自転車工業発展の決
定的なポイントになり得なかった」。そして「その後の発展過程において，自転車部品は国
際的に規格が統一されるようになり，部品相互間の互換性が貫徹され，各メーカーの部品が
完成車メーカーに従属することなく独自の商品として1人あるきが可能となった。自転車部
品のそれぞれに部品メーカーのブランドが明記されている」（上田 1979: 12-13）。高田 1986: 
3-4，も参照されたい。
7った。しかし当時の米国の自転車製造ハブであったシカゴでは，各企業は
独自のフレームだけでなく，企業独自の部品をも製造していた。企業数は
300社を超えていた。しかしひとたび支配的なデザインが生まれると，消費
者の観点から見たときの違いは価格だけということになり，その結果価格
競争が激化した。競争に生き残った企業はデザイン，フレーム製造と組み
立てに特化し，部品を下請企業にアウトソースするようになった。1905年
以降，数多くの部品製造企業は「疑似独占体」となった。そして1930年代
までには，「フレーム製造業者は，自らがどのような製品を作りたいかとい
う点からではなく，部品製造業者が何を決めたのかという点から自転車を
デザインせざるを得なくなった」6）。
1950年代になると，アメリカ自転車産業のグローバル化が始まった。ア
メリカの輸入関税が引き下げられ，自転車の輸入が急増し，1955年までに
輸入自転車はアメリカ市場の40％超を占めるまで増加した。こうした事態
に直面して大量生産企業はより安い部品を求めるようになった。最初は日
本の企業に，そしてその後は台湾の企業にアウトソースするようになった。
その結果，ますます部品の画一化が進展し，モデルを超えた部品の互換性
が増し，部品製造業者の規模の経済が生まれるようになった。グローバル
化の進展はシュインのような大規模統合企業の終焉の始まりであった。
以上が，ガーヴァン＝モーケルが語る米国自転車産業発展史の概略であ
る。その上で彼らは自転車産業の特徴を描き出している。彼らによると，
自転車産業は「４つの性質の異なる，おおむね自己充足的なセグメント」
から構成される（図３参照）。第一のカテゴリーは，「その他産業の部品」
とよぶことができるセグメントである。すなわち主として自転車以外の市
場向けに生産をしている企業によって製造される部品である。タイヤやボ
ールベアリングが代表的なものである。第二のカテゴリーは，自転車の「機
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6） ただし，一時アメリカ自転車市場の25％を占めたシュインは例外であった。シュインは，部
品企業に対して独自のスペックでの製品を作るように圧力をかけることができた（Garvin 
and Morkel 2010: 37; Crown and Coleman 1996: 31-35）。
8械的部品（mechanical parts）」を構成するセグメントである。これらの部
品を生産する企業にはデザイン，マシニング，冶金の能力が要求される。
ドライブトレーン（クランク，ボトムブラケット，チェーンクラスター），
ブレーキ，ギア，ハブが含まれる。第三のカテゴリーは，「非動態部品（non-
moving parts）」である。サドル，リム，シートポスト，ハンドルバーが含
まれる。大衆車セグメントでは，こうした部品は差別化の可能性はほとん
どなく，低費用構造がこの業界を支配している。現在では中国企業が大半
を占めている。一方高級車市場では，カーボンファイバー，チタン，ベリ
リウム，アルミといった新素材を使用する動きが見られる。第四のカテゴ
リーは，様々な「フレーム製造業者」である。伝統的にはこの分野で要求
される能力は，金属加工技術である。今日では，フレームはスチール合金，
アルミ合金，チタン合金，ベリリウム合金，カーボンファイバーなど様々
な素材によって製造されている。フレーム製造業者は組立業者として活動
する場合もそうでない場合もある。こうした４つのセグメントから成る自
転車産業であるが，フレーム製造業者を除くと，それぞれのセグメント間
でのものの流れがない点が特徴である。半ば独立した４つの産業として理
解することも可能である。また複数のセグメントにまたがって活動する企
業もほとんどない。
図３　自転車産業の４つのセグメント
FRAMES
出所：Garvin and Morkel  2010, p.42.
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9以上が，ガーヴァン＝モーケルの議論の概要である。ところで彼らの議
論を国際価値連鎖の観点から見ると，どうなるだろう。国際価値連鎖論で
キーとなっているのは「主導企業（leading company）」という概念である。
どのような企業が価値連鎖の中心にいるのか，という問題である。　
ジェレフィは国際価値連鎖（GVC）を２つの類型に大別した。プロデュ
ーサー・ドリブン（producer-driven GVC：PGVC）型とバイヤー・ドリブ
ン（buyer-driven GVC: BGVC）型である。そして前者のPGVCは大規模な
多国籍製造業者が（前方連関および後方連関を含む）生産ネットワークを
コーディネートする上で中心的な役割を果たす形態であり，自動車，コン
ピュータ，航空機，半導体，電機機械，重機械などに代表される資本・技
術集約的な産業であると説明した。一方で，後者のBGVCは，大規模な小
売業者，ブランドを所有している商業資本，あるいはブランドを所有して
いる製造業者が，（典型的には第三世界に立地する）さまざまな輸出国にお
いて分権化した生産ネットワークを設立する上で枢軸的な役割を果たす形
態であり，こうした「取引主導型工業化」の型は，衣料，履物，玩具，民
生用電子機器，そしてさまざまな手工芸品といった労働集約的な消費財産
業で支配的であるとした（Gereffi 1994; Gereffi 1999）。1980年代に隆盛を
迎えた多国籍企業論あるいは外国直接投資論にとって中核となる事例は，
自動車産業，電気・電子産業であった。これに対し，ジェレフィの研究の
新しさは，生産主体の研究ではなく，流通主体の研究へと目を向けた点に
ある。BGVCの比較優位は，PGVCとは異なって主導企業（中核企業）の製
造技術力ではなく，デザイン力，マーケティング力，マーチャンダイジン
グ力，ブランド形成力，あるいはグローバル・ソーシング戦略にあるとし
たのである。アパレル産業は，BGVCを代表する産業として着目されたの
であった。
こうした分析の枠組みから見ると，自転車産業の場合，勃興当時は垂直
統合型＝PGVC型であったと言える。しかし，その後産業のフラグメンテ
ーションが進展するにつれて，BGVC型に転換しきれたとも言い切れない。
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アパレル産業との大きな違いである7）。アパレル産業の場合，産業として
は国際的なレベルでフラグメンテーションが進展しており，ついには「自
らの製造工場を持たない」企業（ブランド保有企業，大手小売店，商社等）
が主導企業（コーディネーター）としての役割を果たしているケースであ
る。これに対し自転車の場合，ファストファッション・アパレルとは違っ
て販売会社（大手小売店）が主導企業であるとは言い切れない。ガーヴァ
ン＝モーケルが指摘しているように，自転車産業は４つのセグメントから
成る産業であるが，「フレーム製造業者を除くと，それぞれのセグメント間
でのものの流れがない」。また多くの場合，完成車のアセンブラーが同時に
ブランドホールダーである。そうなると結局はブランドを所有するアセン
ブラーが主導企業であるということになろう8）。
東はアーキテクチャの観点から自転車産業を考察した（東 2004）。そし
て藤本に依拠しながら（藤本 2000；藤本 2003），パソコンやパッケーッジ・
ソフトと並んで自転車をオープン・モジュラー型（すなわち，「ひとつひと
つの部品に独立性の高い機能が与えられており，部品間のインターフェイ
スが標準化されている」）に分類した9）。そしてこの観点から自転車製品の
7） もっともアパレル産業の場合でも，BGVC型が典型的に見られるのはファストファッション
分野である。インドのように，現在でもなお産業の上流に位置する紡績企業がコーディネー
ターとなっているPGVC型も見られる（絵所 2014）。
8） ジェレフィのいう「ブランドを所有している製造業者」に分類されるカテゴリーであるが，
このカテゴリーは必ずしもBGVC型に分類されるとは限らない。後ほど議論するが，インド
の場合にはPGVCに分類できるものである。
9） 藤本は，この図の中で乗用車やオートバイをクローズ・インテグラル（すなわち「囲い込ん
で擦り合わせる」）型に分類した上で，こうした分野に「日本企業が得意とする産業」が多
いと論じている（藤本 2003: 90）。同じく組立型産業でありながら，アーキテクチャという
観点からみると，自転車は乗用車やオートバイとは対極にある産業として位置づけられてい
る。そうであるとすると，自転車は日本企業が最も不得意とする産業の一つであるというこ
とになろう。さらに藤本は21世紀の中国製造業に言及して，中国はオープン・モジュラー
型製品が得意であるが，それだけでなく「元来日本企業が得意としてきたオートバイのよう
に，最適設計のカスタム部品を擦り合わせる『クローズ・インテグラル型』だった製品も，
中国に入ると……いつの間にか汎用部品の寄せ集めに近い『オープン・モジュール型』アー
キテクチャの製品に変わってしまっている」（藤本 2003: 97）と興味深い観察結果を報告し
ている（葛・藤本 2005，をも参照されたい）。中国は世界に冠たる自転車生産大国であり，
11
技術的特性を考察し，高田の先行研究によりながら（高田 1986: 26-27），
自転車部品の技術的特性を４つに分類した。駒形も紹介しているこの分類
は，技術面からみた難度によるもので，「技術集約度」と呼ばれるものであ
る（東 2008: 155-156; 駒形 2011: 9）10）。すなわち，①自転車部品としては
周辺部に属し，高度の技術が不要で労働集約的な部品（サドル，チェーン
ケース，キャリアー，スタンド，ベル，泥よけなど），②機械の自動化によ
る少品種大量生産が可能で，関連工業の発展をあまり必要としない部品（ス
ポーク，チェーン，リムなど），③金属加工・溶接が主で堅牢性が必要であ
るが，比較的標準技術により製造可能な部品（フレーム，前フォーク，ハ
ンドルなど），④自転車の中枢部分で，高度の技術が必要な技術集約的な部
品（変速機，ハブ，フリーホイール，ブレーキ，ペダル，ギアクランクな
ど）である。この分類から容易に読み取れることができるように，①から
③までの部品は高度技術を必要とせず，発展途上国企業でもあるいは中小
企業・零細資本でも容易に参入でき，低コストを武器にキャッチアップ可
能な部品である。④の「技術集約的な部品」は，ガーヴァン＝モーケルの
分類による「機械的部品」にほぼ相当する。後述するシマノはまさにこの
セグメントに進出し，世界の自転車産業を圧倒的に支配している企業であ
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中国ではオートバイのアーキテクチャは自転車のアーキテクチャに限りなく近づいているこ
とになろう。そこでは，自転車と同様にオートバイをもコモディティ化（製品差別化が出来
ず，価格で勝負するしかない商品）させる市場の力が働いていると理解することができる。
10） 完成車は最も細分化された単位でみると2,000を超える部品で構成される（大阪府立産業開
発研究所 1996）。自転車産業振興協会は，機能によってこれらの部品を13に分類している
（自転車産業振興協会 2016: 5）。すなわち，車体部（フレーム），操舵装置（ハンドル，にぎ
り），駆動装置（ギアランク，ペダル，チェーン，歯つきベルト，フリーホイール及び小ギ
ア，ユニットハブ，歯付きプーリ），走行装置（ハブ，スポーク及びニップル，リム，タイ
ヤ，一体車輪，補助車輪），チェンジギア装置（ディレーラ，ハブギア），制動装置（ブレー
キ，コースタハブ及びハブブレーキ），座席装置（サドル，シートポスト），積載装置（フロ
ントキャリア，リアキャリア，バスケット，バッグ），停立装置（スタンド），警報装置（ベ
ル，ブザー，リフレックスリフレクタ，反射材，尾灯），照明装置（灯火装置），保護装置
（どろよけ，フラップ，チェーンケース，スポークプロテクタ，ピンカバー，ドレスガード，
セイフティフック），付属部品（フレームポンプ，錠，ボトル及びボトルケージ，ショルダ
パッド），である。
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るが，しかし自転車産業のすべての国際価値連鎖をコーディネートしてい
るわけではない。
２．第二次世界大戦後の自転車産業発展の特徴
第二次大戦後の自転車産業の発展史は，①アメリカのシュイン，②台湾
のジャイアント，③日本のシマノ，そして④中国，という４つのキーワー
ドに集約される11）。自転車産業に関するほとんどすべてのストーリーは，
この発展図式とその周辺の中に収まる。面白いことに中国を除くと，他の
３つのキーワードはすべて企業の名前である。以下既存文献を紹介しなが
ら，第二次大戦終了後の自転車産業の発展史を概観しておこう。
シュイン（Schwinn Bicycle Company）は，今はなきアメリカ最大の自
転車メーカーである12）。ドイツからシカゴに移民し，1948年に88歳で天寿
を全うした創始者のイグナス・シュイン（Ignaz Schwinn）は，「自転車業
界におけるヘンリ ・ーフォード」と呼ばれた（Crown and Coleman 1996: p. 
7）。そして彼の息子フランク・Ｗ・シュインは1930年代に瀕死のシュイン
を復活させ，「シュインの名前を自転車の同義語とした」人物であった。
1920年代のアメリカの自転車産業は大手小売店（シアーズ，モントゴメ
リー・ワード）によって支配されており，典型的なバイヤー・ドリブン型
11） フランス，ドイツ，アメリカの競争者の出現にもかかわらず，第一次世界大戦前の25年間
にわたってイギリス自転車産業が競争力を維持しつづけた要因を探り出したものとして，
Harrison 1969，がある。ハリソン論文は，自転車産業振興協会や佐野が紹介している（自
転車産業振興協会 1973: 114-124; 佐野 1988:「英・米両国の製造競争」）。
12） その後シュイン社は2001年に清算し，そのブランドを含め，アメリカ最大の自転車メーカ
ーであるパシフィック・サイクル社(Pacific Cycle, Inc.)に売却された。さらに2004年に，パ
シフィック・サイクル社はカナダのドレル・インダストリーズ社（Dorel Industries, Inc.）
に売却された。今では，「シュイン」は，ドレル・インダストリーズ社が所有するブランド
の一つである。シュイン・ブランドでのローコスト自転車の製造は引き続き台湾のジャイア
ントと中国の企業が受け持っており，現在ではウオルマートやＫマート，コストコといたデ
ィスカウント・ストアーで売られている。ただし高品質の自転車は専門店で売られている
（SoCalBicycles, “Bicycle History”, http://socalbicycles.com/bicycle-history/）。
13
産業であった。大手小売業者はひたすら低価格自転車を求め，シュインを
はじめ自転車部品メーカーに対して価格を引き下げるように圧力をかけ
た。こうした動きに敢然と対抗し勝利をおさめたのがシュインであり，そ
の動きはプロデューサー・ドリブン型としての自転車産業の復権を目指す
ものであった（Crown and Coleman 1996: 29-35）13）。
PGVCの頂点に立つ主導企業としてのシュインのポジションは戦後まで
長きにわたって維持された。しかし絶頂の極みに没落の種が宿り始めた。
戦後になると，シュインはまずは部品を，つづいて完成車の製造をアジア
の企業にOEM発注しはじめた。OEM先は，最初は日本企業，ついで台湾
企業，そして最後は中国企業へと変遷した，このアウトソーシング戦略が
結局はシュインの「没落を早めた」（Crown and Coleman 1996: 176）。1980
年に生じたシカゴ工場でのストライキが，さらにシュインの没落を早めた。
低賃金・低コストを求める企業戦略の終焉であり，まもなく自転車生産基
地としてのアメリカは消滅した。自転車の生産基地・消費地としてのアメ
リカは消費地だけのアメリカへと変貌したのである14）。
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13） ミッコラは，モジュラー型生産アーキテクチャという観点からアメリカの自転車産業の歴史
を振り返り，それが「市場ドリブン型生産アーキテクチャ」（分散）と「企業ドリブン型生
産アーキテクチャ」（集中）を交互に繰り返してきたと論じている。支配的デザインが確立
する1890年代以前は，アメリカの自転車メーカーの数は607社にのぼっており，水平的な市
場ドリブン型アーキテクチャであった。しかし1905年末までに自転車企業の数は12社にま
で減少し，1950年代中葉までにシュインはアメリカ市場の25.5％を占め，自転車産業はシュ
インが率いる垂直統合型アーキテクチャへと変貌した。しかしマウンテンバイクが人気を博
することになった1980年代中葉になると，水平的なアーキテクチャが復活した。そしてさら
に1990年代になると，部品企業である日本のシマノが世界の市場の47％を占めるようになり，
再び企業ドリブン型アーキテクチャになりつつある，と論じている（Mikkola 2002）。 
14） 「今日アメリカ合衆国で販売されている自転車の98％は，ほんの数社によって製造されてい
る中国製あるいは台湾製である」。「シュインは1982年にアメリカ国内での生産を停止し，
1993年に破産する前にアジアでの生産を始めた。…ロスバイスクル（Ross Bicycles）は
1987年にアメリカ国内での生産を停止し，1989年に破産した。ハフィー（Huffy）は1990年
代後半に生産拠点をアメリカからカナダに移し，今日ではすべての製品はアジアで製造され
ている。マレーバイスクル（Murry Bicycles）は1990年にアメリカ国内での製造を停止し，
そして破産した。キャノンデール（Cannondale）は，2009年４月にアメリカ国内での生産を
停止し，これからは台湾で生産するとアナウンスした」（SoCalBicycles, http://socalbicycles. 
com/bicycle-history）。
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次は日本である。第二次大戦後ゼロからの出発となった日本の自転車産
業は，復興と停滞を経験しながらも順調に生産を回復し，1960年代後半か
ら70年代にかけて飛躍的に増加した。1960年代後半からは輸出も増加しは
じめ，とくにアメリカへの輸出が飛躍的に高まった。「アメリカ向けの輸出
シェアは，1957年のわずか３％から，ピーク時の1974年には66％に増大」
（上田 1979: 7）した。米国では1970年代初頭に自転車需要が急増し，この
急増する需要を賄うべくアメリカの自転車メーカーは日本の自転車製造企
業に完成車のOEM生産（相手先企業ブランドでの生産）を発注した。その
結果，「フジ，ニシキ，パナソニック，ブリヂストンといった米国人にとっ
てなじみのうすい日本製自転車の輸入が，突然洪水のように押し寄せた。
こうした日本製自転車はシマノあるいはサンツアー（Suntour）の変速機，
スギノのクランク，ディア・コンペ（Dia-Compe）のブレーキを装備して
いた」（Herlihy 2004: 364-365）。
アメリカの自転車企業を代表するシュインは，当時すでに日本から自転
車部品を購入していたが15），完成車の輸入となると話は別であった。日本
の自転車完成車企業は，シュインの競争相手であったハフィー（Huffy 
Corporation），コロンビアといった大衆自転車企業の圧力を受けて，自発
的に数量制限を課していた16）。輸出数量の配分は前年度の販売額を基準に
計算されていた。シュインは新参者であり，一台の自転車を輸入する権利
もなかった。そこでシュインは日本の通産省と粘り強く交渉を重ね，つい
に数量制限枠から自由に輸入できるようになった。ブリヂストン・サイク
ルとナショナル自転車工業（現在のパナソニック・サイクルテック株式会
15） アメリカの自転車産業は日本や欧州レベルでの部品メーカーが存在せず，すべて完成車メー
カーであるため，部品の供給は日本，欧州等からの輸入に依存していた（上田 1979: 8）。
16） 戦後日本自転車の対米輸出は1952年まではゼロであったが，1966年以降はイギリス，西ド
イツを抑えて，トップの座を占めることになった。しかしアメリカの完成車メーカーに対す
る刺激を避け，そして米国向けの安定的輸出を目的として，1967年以降自転車業界は日本
自転車輸出組合を中心として輸出数量の自主規制および最低価格規制を行ってきた（自転車
産業振興協会 1973: 477-480; 高田 1986）。 
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社）の２社だけがシュインの要求する数量を供給することができた。1975
年までにこの２社から年間20万台（シュインの販売台数の20％）を輸入す
るまでになった（Crown and Coleman 1996: 100-101）。しかしこの時すで
に日本での製造コストは異常なまでに高騰し，シュインはOEM調達先を日
本企業から台湾のジャイアントへの変更を考えはじめた。ジャイアントの
製造コストは日本製よりも25〜30％低かった（Crown and Coleman 1996: 
179）17）。
日本からアメリカへの完成車輸出は，1966年にイギリス，西ドイツを抜
いて世界１位と18）なったが，この１位の座は長続きしなかった。表３から
明らかなように，アメリカで生じたバイコロジーブーム（1972年〜74年）
表３　アメリカにおける完成車輸入元上位５か国のシェアの推移（％）
年 日本 台湾 イギリス 西ドイツ イアリア フランス 韓国 ポーランド
オース
トリア 輸入合計
1970 27.3 19.2 16.4 4.7 19.8 1,948,016
1971 29.3 21.2 8.4 9.2 14.8 2,338,470
1972 24.0 14.1 11.2 10.2 12.0 5,156,068
1973 16.2 21.8 8.8 9.3 14.2 5,154,903
1974 25.8 13.6 9.1 10.0 15.8 3,979,225
1975 17.5 21.2 16.4 9.4 8.4 1,721,891
1976 28.2 33.9 9.0 10.5 10.2 1,667,537
1977 32.4 35.7 5.0 12.1 7.1 1,967,801
1978 24.3 42.1 6.1 10.1 8.9 1,959,896
1979 15.7 54.0 9.5 9.7 1,866,906
1980 28.8 49.8 3.6 5.7 7.5 2,154,941
1981 29.7 53.6 2.8 5.9 5.0 2,224,255
1982 19.8 64.0 4.3 6.6 2.3 1,725,951
1983 17.8 72.9 0.7 2.7 3.6 3,034,481
1984 12.4 78.1 2.5 4.9 0.5 4,704,093
1985 9.6 81.7 0.5 1.6 5.5 6,606,344
出所：高田1986: 15.
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17） 大半はブリヂストンからの転換であった。ハイエンドの製品を製造していたナショナル自転
車からの調達はシュインが倒産した（米連邦破産法11条＝日本の民事再生法に相当）1992
年まで続いた。
18） 台湾自転車産業が目覚ましく発達するにつれて，台湾自転車産業についての研究成果も
1980年代後半から増え始めた。管見の限りでは，邦語で最初に台湾自転車産業の台頭に注
目した論文は，（高田 1986）である。
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を背景に生じた自転車需要の急増に対応することができず，あっという間
に台湾に追いつかれ，そして追い抜かれてしまった（高田 1986: 14-16）19）。
この台湾からのアメリカ向け完成車輸出を担った主要企業が1972年に設
立されたジャイアント（Giant Bicycles）である。
台湾の自転車産業は1950年代からの輸入代替期を経て，1960年代末から
輸出を開始した。ここでも主要輸出先はアメリカであった。1970年代初め
に起こった石油危機を契機にアメリカで自転車ブームが起こった。この急
増した需要に応えるべく，1972年前後数社のアメリカの自転車輸入商社が
台湾を訪問し，100万台の自転車をOEM発注した。これを契機として，台
湾からアメリカ向けの完成車輸出にドライブがかかった。そして1978年か
ら1986年にかけて輸出拡大期に入り，1986年には1,000万台の輸出を記録
した（表４）。しかしその後輸出は減少傾向へと転じ，2000年にはついに
アメリカ向け輸出国第１位の座を中国に明け渡した。かつて日本の座を奪
った台湾が，今度は中国にその座を奪われたのである。日本から台湾へ，
そして台湾から中国へと推移した理由も同じようなものであった。アメリ
カ企業シュインが低コストでの調達を求めて，OEMサプライヤーを日本の
ブリヂストンから台湾のジャイアントへ，そしてさらにジャイアントから
19） ただし自転車部品は別である。アメリカ市場向けの完成車の輸出シェアが台湾にとってかわ
られても，部品の輸出シェアは1970年の37.4％から1980年には63.5％へと圧倒的なシェアを
占め続けた。ただし1985年になるとアメリカ市場での台湾からの輸入部品のシェアが22.6％
へと高まる一方，日本からの輸入部品のシェアは50.7％へと減少し，部品でも台湾の伸びが
顕著となった（高田 1986: 18-19）。高田論文から10年以上経過して，（小池 1997），（佐藤 
1999）が発表された。そしてさらに10年近く経過して，（原・劉 2006），（小池 2006），（謝 
2009）が，そして2010年代に入ると，（岸本 2012），（川上・佐藤 2014），（楊 2015），（劉・
王・呉 2016），（朝元 2017）が発表された。またジャイアントを取材したノンフィクション
と し て（ 野 嶋 2012） が あ る。 英 文 で は，（Chu 1997），（Brookfield, Liu, and MacDuffie 
2008），（Hu and Wu 2011），（Chen and Wen 2016）などがある。また，初期（1960年代末
期）の台湾自転車工業に関する素描として（磯部 1973）がある。磯部は「生産技術につい
ては，…わが国の昭和30年代初期に相当するとみられている」と論じている。この描写は，
（筆者未見であるが）自転車産業振興協会『東南アジア・大洋州自転車市場調査報告書』
（1970年）によるものである。
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表４　台湾の自転車生産台数と輸出台数
年 生産台数（1000台）
輸出台数
（1000台）
1968 17
1969 85
1970 107
1971 270
1972 1,191 1,051
1973 1,463 1,313
1974 1,026 866
1975 981 814
1976 1,709 1,519
1977 1,954 1,745
1978 2,087 1,848
1979 2,463 2,204
1980 3,256 2,979
1981 3,631 3,338
1982 3,514 3,210
1983 5,389 5,058
1984 6,699 6,328
1985 7,833 7,442
1986 10,680 10,239
1987 10,184 9,686
1988 7,683 7,152
1989 9,462 8,892
1990 9,975 9,380
1991 11,328 10,686
2006 4,415 4,651
2007 5,120 5,187
2008 6,144 5,730
2009 4,793 4,589
2010 5,143 5,378
2011 4,555 4,714
2012 4,564 4,626
2013 4,058 4,039
2014 3,826 3,921
2015 3,940 4,105
出所；Chu 1991; 自転車産業振興協会 2016: 144.
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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中国のチャイナ・バイスクル（China Bicycles Co.）20）へと転換したためで
ある。1986年までにジャイアントのシュイン向け生産台数は20万台に達
し，それはシュインの生産台数の80％以上を占めていた（Crown and 
Coleman 1996: 177）21）。このジャイアントへの依存の高まりによって，シ
ュインとジャイアントの関係はかつてのように「大人と子供」に近い関係
から対等に近い関係へと変化し（佐藤 1999: 117-118），これがシュインの
チャイナ・バイスクル社とのOEM締結を促した要因となった。危機に直面
したジャイアントおよび台湾の自転車メーカーは，３つの対抗策を採用し
た。一つは，中国への生産拠点の移動である22）。もう一つは自らがブラン
ドを持つ完成車メーカーになることである。OEMサプライヤーからOBM
サプライヤーへのアップグレードである。そして３つ目は，ハイエンド自
転車メーカーへのアップグレードである。
台湾自転車メーカーの中国進出は，1980年代に始まった。当初の目的は
中国市場の獲得であったが，やがて輸出拠点として活用するようになった。
1989年に，台湾第２の完成車メーカーであるメリダ（美利達）が深圳に工
場を設立した23）。つづいてKMC（桂盟）24），信隆，昆哲，立洋，川飛等の
20） チ ャ イ ナ・ バ イ ス ク ル 社（CBC） は 香 港 のHong Kong (Link) Bicycles Ltd.と 中 国 の
Shenzhen Municipal Light Industry Co.との合弁企業である。深圳工場の設立は1985年であ
る。中国名は，中華自転車有限公司（深圳中華）。1987年に，シュイン社はCBCからの年間
90万台の完成車輸入の専属供給契約を締結しただけでなく，CBCとの間に出資契約（シュ
インの出資比率は33.3％）をも締結した（Crown and Coleman 185-187）。谷や駒形は，深圳
中華のシュイン社との合弁契約締結・アメリカ市場向けOEM生産がその後の台湾企業の深
圳進出を誘発したと論じている（谷 2009: 287-289; 駒形 2011: 67-68）。
21） 小池によると，ジャイアントにとってもシュイン社向けOEM売り上げは総売り上げの約80
％を占めていたという（小池 1997）。また朝元は，1983年のジャイアントの受注量のうち75
％がシュインからのものであったとしている（朝元 2017 （1））。
22） 2000年以降，ベトナムへの進出も目覚ましいものがあった。製品はほとんどが輸出向けで
あった（小池 2006）。しかし2006年に，EUはベトナムからの自転車（完成車および部品）
に対してダンピング防止関税措置を講じた（その後2010年に廃止された）。そのためベトナ
ムに進出していた台湾企業はカンボジアあるいはタイへと進出先を変更するか，台湾に戻る
か， そ れ と も 工 場 を 閉 鎖 す る か， と い う 選 択 に 直 面 し た（BMU 2013 Spring, www.
biketaiwan. com）。
23） メリダの創業は1972年である。1980年代にラレー，ハフィーのOEMサプライヤーとして成
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完成車メーカーおよび部品メーカーがあいついで深圳に進出した（小池 
2006: 154-159; 谷 2009: 247-248, 263; 駒形 66-92）25）。ジャイアントは1992
年に江蘇省・昆山に，そして1994年に上海にそれぞれ完成車・部品工場を
設立した26）。これを契機として，1990年代後半になると台湾企業の中国投
資ブームの第２の波が起こった。江蘇省は深圳に次ぐ中国第２の「自転車
工業域」となった（谷 261）。そして2000年以降は，華北地域の天津が新た
な自転車生産基地として出現した。すでに中国南部に工場を設立した外資
系・台湾系企業（シマノ，ジャイアント，正新タイヤ，宏光車料など27））
が相次いで天津に進出した（謝 2009: 262）。
台湾の大手完成車メーカー（ジャイアント，メリダ）が選択した第２の
道は，OEMサプライヤーからOBMサプライヤーへのアップグレードであ
る。1987年に，シュインは突然中国のチャイナ・バイスクル（CBC）に
OEM発注をした。シュインの心変わりはジャイアントにとって寝耳に水で
あった。この危機に直面して，ジャイアントは独自ブランドの完成車メー
カーとなる道を選択し，海外販売網を構築した。1986年にオランダに初め
ての海外子会社を設立したのを手始めに，その後矢継ぎ早にドイツ，フラ
国際価値連鎖とインドの自転車産業
長した。自転車，電動自転車，マグネシウム合金レース用自転車を量産している。シュイン
へのOEMサプライヤーでもあったが，シュインの倒産を契機に，自社ブランド「メリダ」
を立ち上げた。ヨーロッパ市場ではドイツのセンチュリオン社（Centurion）と戦略的提携
を結び，アメリカ市場ではスペシャライズド社（Specialized）へ投資し，それぞれの市場で
の販路を拡大している。1993年から2009年までは日本のブリヂストン社へのOEMサプライ
ヤーでもあった（小池 1997: 謝2009: 255-257; 駒形 2012: 70-72）。2010年モデルからはミヤ
タサイクル社がメリダ社のハイエンドサイクル車の販売を行っている。
24） KMCは世界最大のチェーンメーカーである。創立は1977年。1986年にシマノと技術提携を
結んだ（謝 2009: 257-258; 谷2009: 292-293）。
25） 華南の主要メーカー（中国本土メーカー，台湾メーカー，その他外資メーカー）については，
完成車メーカー，部品メーカー，関連メーカーを含めて，駒形が詳細な表を作成している
（駒形 2012: 85-92）。
26） 「ジャイアント」ブランドの中国名は企業名の「巨大機械工業」ではなく，中国語のあて音
を使った「捷安特」である。
27） 宏光車料はペダルとヘッドパーツの台湾系メーカーである。中国に４つの生産拠点（深圳，
江蘇太倉，天津，浙江省嘉興市嘉善）がある。天津工場の設立は2001年（駒形 2011: 72-
74）。 
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ンス，イギリス，アメリカ，日本，オーストラリア，カナダに子会社を設
立した。そしてカーボンファイバーのフレーム開発に成功し，高級自転車
の製造へと乗り出した。続いて，1992年に中国最大手の上海鳳凰自転車と
合弁で上海と昆山に製造工場を設立，その後2004年に成都，2007年には天
津へと生産拠点を拡充した（楊 2015; 朝元 2017 （1）； 岸本 2012）。しかし
ジャイアントはOEM生産をすべてOBM生産に切り替えたわけではなかっ
た。2000年時点でのジャイアントの自社ブランド比率は70％であり，残り
の30％はOEM生産である。またジャイアントと並ぶ台湾の大手完成者メー
カーであるメリダも自社ブランドを持つ企業であるが，メリダの自社ブラ
ンド比率は20％，OEM生産比率は80％である（小池 2006: 148）。
台湾自転車メーカーが選択した第３の方策は，高付加価値化への道であ
る。「1990年代半ばに入り，中国大陸における自転車生産規模が拡大する
につれて，台湾の自転車企業は，低価格競争に陥り始めた」（原・劉 2006）。
泥沼のような低価格競争から脱却する方策を探るべく，2003年に組立てメ
ーカー２社（ジャイアントとメリダ），及び部品メーカー11社（その後20
社に増加した）が集まって，「A-Team」という名称の共同組織を立ち上げ
た。加盟社は国瑞汽車の協力を得て，ジャストインタイム生産など「トヨ
タ方式」を導入，共同で品質管理，研究開発，マーケティング，トータル
ブランドイメージの向上までを行う体制を築いた。A-Teamの結成以来，
台湾の自転車産業は目覚ましい成果を収めた。「完成車だけでなく，部品メ
ーカーの業績も大幅に伸び続け」た（渡邊・谷 2009: 455）。
表５から読み取ることができるように，第二次大戦後，完成車の主要な
生産拠点は，「アメリカから日本へ，日本から台湾へ，そして台湾から中国
へ」と変遷した（渡邊 2008; 渡邊・周・駒形編 2009）。また表６から読み
取ることができるように，完成車の輸出拠点も日本から台湾へ，そして台
湾から中国へと変遷した。「キャッチアップ型工業化モデル」（末廣 2000: 
49-55）を絵にかいたような姿である。この自転車産業の発展型は完成車だ
けに着目すれば，たしかにアパレル産業（伊丹＋伊丹研究室 2001）にもテ
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表５　世界主要国の自転車生産台数の推移（100万台）
年 中国 台湾 日本 アメリカ イタリア ドイツ フランス イギリス インド
1968 4.0 6.0 0.5 1.5 1.1 1.5 2.0
1972 1.2 7.1 8.8 0.8 2.6 2.0 2.0 2.3
1975 1.0 6.0 5.6 1.3 2.4 1.8 1.9 2.2
1978 2.1 5.9 7.5 2.1 2.9 2.8 2.1 3.5
1997 30.0 11.9 6.0 6.2 4.0 2.8 1.3 10.4
1998 33.8 10.1 5.9 2.5 3.0 3.2 1.6 11.1
1999 42.7 8.3 5.6 1.7 3.3 3.2 1.8 13.7
2000 52.2 8.0 4.7 0.9 3.2 3.3 1.9 15.0
2001 52.0 4.8 4.1 0.9 2.7 3.0 1.6 11.9
2002 67.2 4.5 3.1 0.6 2.4 3.1 1.4
2003 74.5 4.5 2.5 0.5 2.6 3.2 1.2
2004 79.8 4.5 2.5 0.1 2.6 2.9 1.7
2005 80.7 4.6 1.9 0.1 2.4 2.7 1.2
2006 85.0 4.4 1.3 0.1 2.4 2.5 1.3 0.0 14.0
2007 87.1 5.1 1.1 0.3 2.5 2.4 1.2 0.0
2008 87.6 6.1 1.1 0.4 2.4 2.4 1.1 0.0 14.5
2009 76.1 4.8 1.0 2.6 2.3 0.9 0.0
2010 81.6 5.1 1.1 0.2 2.5 2.2 0.9 0.0
2011 83.5 4.6 1.1 0.2 2.4 2.3 0.9 0.0
2012 82.8 4.6 1.0 2.2 2.2 0.8 0.0
2013 82.0 4.1 1.0 2.7 2.2 0.6 0.0
2014 83.1 3.8 1.0 2.7 2.1 0.7 0.0
2015 80.3 3.9 0.9 2.2 0.7 0.0
出所：Kumar 1988: 156;駒形・渡邊2009: 31; 自転車産業振興協会2016: 140-145.
レビ（家電）産業にもそっくりである。GVCの中で，まずは日本の企業
が，ついで台湾の企業が，そして最後に中国の企業がOEMメーカーから
OBMメーカーへとアップグレードした。バイヤ ・ードリブン型アップグレ
ードの事例である（Egan and Mody 1992; Chu 1997）。この過程の中で，ア
メリカ自転車メーカーはその大半は競争力を喪失して消滅した。かわって
登場したのは，ウオルマートやKマートといった大手小売店であり，プラ
イベートブランドのOEM調達を開始した。この動きはアパレル産業（とく
にファストファッション・セグメントやジーンズ）で典型的にみられる，
「底辺への競争」と同じ動きである。ただし自転車の場合，この動きはロー
エンドの製品に限定されている。
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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一方日本の完成車メーカーも，台湾のメーカーと同様に，大半が中国へ
と生産拠点を移した。いまや日本の市場で販売されている自転車の85％は
中国製であり，その中には日本，台湾，中国のメーカーからの輸入品が含
まれている（粂野・渡邊 2011: 89-91）。中国系企業の大半はOEM生産メー
カーである。「中国国内市場や新興国市場のボリュームゾーンおよびエンド
ゾーンでは中国系企業が圧倒的競争力をもっている」（駒形 2011: 4）。しか
し何といっても中国系自転車メーカーの比類なき発展の特徴は，「『電動自
転車』という名での電動二輪車の量産・普及」（駒形 2011: 7）にある。電
動自転車の生産台数は2010年にはほぼ3,000万台というとてつもない数に
まで膨れ上がり，一般自転車の国内市場向け供給台数を凌駕した（駒形 
2011: 196）28）。
かくして日本，台湾，中国の自転車メーカーは，いずれもアメリカ市場
へのOEMサプライヤーとして出発したのちに，それぞれの発展の道を辿る
表６　世界主要国の自転車輸出台数の推移（100万台）
年 中国 台湾 日本 アメリカ イタリア ドイツ フランス
1997 14.4 8.8 0.2 0.6 1.6 0.3 0.3
1998 17.6 9.4 0.3 0.5 1.7 0.4 0.2
1999 22.7 7.8 0.4 0.5 2.1 0.2 0.3
2000 32.9 7.5 0.6 0.6 1.8 0.3 0.3
2001 34.9 4.8 0.6 0.4 1.4 0.2 0.3
2002 46.1 4.2 0.7 0.3 1.3 0.4 0.4
2003 50.8 4.3 0.9 0.2 1.6 0.5 0.5
2004 51.0 3.4 1.0 0.2 1.6 0.5 0.7
2005 53.9 4.6 1.2 0.1 1.3 0.4 0.5
2006 56.5 4.7 1.3 0.3 1.2 0.5 0.2
2007 59.7 5.2 2.1 0.4 1.4 0.6 0.2
2008 57.0 5.7 2.3 0.4 1.5 1.0
2009 46.5 4.6 2.2 0.2 1.3 1.1
2010 58.7 5.4 2.4 0.2 1.4 1.0
2011 56.2 4.7 2.7 0.2 1.6 1.1 0.7
2012 57.2 4.6 3.0 0.2 1.4 1.2 0.7
2013 57.0 4.0 3.1 0.2 1.9 1.3 0.6
2014 63.5 3.9 3.3 0.2 1.9 1.2 0.4
2015 4.1 3.6 0.2 1.2 0.4
出所：駒形・渡邊 2009: 31; 自転車産業振興協会 2016: 140-145.
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ことになった。日系企業は中国に生産拠点を移転し，そこから日本市場へ
の完成車輸入という経路をたどっている。台湾の企業も日系企業と同様に
中国への生産拠点を移転したが，それと同時にOBMメーカーとなり，かつ
高付加価値化製品への転換を成功裡になしとげた。中国系企業は依然とし
て世界のブランド自転車メーカーのOEMサプライヤーでありつづけてい
るが，それと同時に電動自転車の発展という他に類を見ない発展経路を辿
っている。
こうしてみると，日系完成車メーカーの辿った経路はアメリカの完成車
メーカーの辿ったあとを，そのまま繰り返しているようにみえる。「台湾の
ジャイアント・マニュファクチャリングおよび香港・深圳のチャイナ・バ
イスクル・カンパニーからの（OEM）調達関係が，…結局はシュインの没
落を早めた」（Crown and Coleman 1996: 176）ように，日本の自転車産業
も「没落」することが運命づけられているようにも見える29）。そして完成
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28） 中国の電動自転車は，技術的にわが国でみられる電動アシスト車とは異なる。もともとはペ
ダル式自転車に鉛酸電池で動くモーターを装備したものから始まったが，ペダルを漕いで進
むことも，フル電動で自走させることも可能である。後に，ペダル駆動を想定しないスクー
タータイプが登場し，現在では支配的なタイプになっている。電動自転車の大半はアシスト
機能を備えていない（駒形 2011: 197-198; Weinert, Ma and Cherry 2007）。中国で電動自転
車が急速に普及した主理由の一つは，「規制の緩さないし，曖昧さ」であったという。中国
では電動自転車の運転にあたって，普通自転車と同様に，免許は必要とされていない（駒形 
2011: 202）。ちなみに日本では，電動アシスト自転車を除き，動力のついた自転車は原動機
付自転車か自動二輪車として扱われる。
29） ただし強調しておきたい点は，「没落」しているのは自転車・同部品の生産体制であるとい
う点である。粂野・渡邊は，「部材と完成車生産双方での海外化であり，1980年代まで存在
していた日本国内完結型の生産体制の全面的解体である」（粂野・渡邊 2009: 91）と表現し
ている。日本最大の自転車の産地は周知のように大阪の堺であるが，粂野によると堺は「『産
地』としては『解体』」しているが，それは「地域集積の崩壊」を示すものではなく，「90
年代後半からの集積の変化」により「集積と企業の活用方法が変化した」事例であると論じ
ている（粂野 2009: 第4章）。また鎌倉は，堺は「崩壊の危機にある産地」ではあるが，「限
りなくイタリアの『産業地区』の構造と類似」しており，「未来型産業のモデルにたりうる」
と前向きに評価している（鎌倉 1998）。一方GVCの観点からみると，より興味深いのは生産
から小売販売までの価値連鎖の全体の流れがどう変化したのかという点である。我が国でも
堺という伝統的な自転車産地が解体するのと並行して，価値連鎖の重点が小売販売へと移動
している。粂野・渡邊は，日本国内の自転車流通に４つの主要な形態があることを指摘して
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車だけみれば，その通りである。しかし戦後の自転車産業の発展史を眺め
ると，アパレル産業にも家電産業にも見られない特異な発展が見られる。
それが「自転車界のインテル」と呼ばれる日本の部品企業シマノの出現で
ある30）。
前述したように，自転車産業はオープン・モジュール型に分類される産
業である。部品の国際標準が確立しており，部品間のインターフェイスが
標準化されている。そのため各部品メーカーは，他の部品メーカーの動向
を気にかけることなく，狭い範囲内でのインクリメンタル型の革新を積み
重ねてきた。シマノは自転車業界で確立したこのシステムに挑戦し，見事
に勝利した異端の企業である。個々の部品ごとに分業が確立していた自転
車産業の，技術的に革新部分にあたるセグメント（駆動・制動部品）を一
つのシステムとしてとらえ，その全体を革新した。すなわちフリーホイー
ル，ギアクランク，ブレーキ，チェーン，変速機（フロントディレイラー，
リアディレイラー），ペダルを一個の集合体（システム・コンポーネント）
として革新の対象とし，その効率を飛躍的に向上させた。「シマノによるシ
ステム・コンポーネントは単体部品だけでは実現できない機能を，自社独
自の部品群を最適設計することで他社との差熱化に成功した」事例である。
すなわち，「シマノのシステム・コンポーネントは，顧客である完成車メー
カーからすれば部品との複雑な調整を行わずとも高い機能を発揮できる
いる。すなわち，①工業型メーカーによるナショナルブランド商品の流通，②海外完成車メ
ーカーによる企画・開発・生産商品の流通，③大規模小売店の主体的企画・開発によるプラ
イベートブランド商品の流通，④卸企業がからんだ開発商品の流通，である（粂野・渡邊 
2009: 92-95）。こうした動きは，わが国の現在の自転車産業にPGVC型とBGVC型が混在し
ている様子を示している。すなわち，ローエンド・セグメントの自転車ではコモディティ化
が進展したことによって，商品価値の重点が生産技術面からマーケティング，マーチャンダ
イジングといった流通面へと転換しつつあることを示している事例である。ファストファッ
ション・アパレルに見られる動向と同じである。　
30） シマノをとりあげた論文として，はやくに自転車工業技術の革新という観点から（出水
1990）があるが，「部品企業の競争力」という観点からシマノをとりあげた東正志の一連の
論文（東 2003; 東 2004; 東2006；東・横井 2013; 東 2015）や（武石 2003）が注目される。
他にスポーツジャ－ナリスト山口が書いた書籍がある（山口 2003）。
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が，競合する部品サプライヤーからすれば，最適設計された部品群である
システム・コンポーネントに対して単体部品で機能的な優位性を確保する
ことが難しい」（東 2013）ということになった。その結果，シマノは世界
市場シェアの５割から７割という圧倒的シェアを占める独占企業体となっ
た31）。「自転車界のインテル」と呼ばれる所以である。消費者にとって，よ
り重要な自転車購買決定要因は，いまや完成車のブランドではなく，自転
車部品のブランドがシマノかどうかになった。「（アメリカ合衆国の競争者
と並んで）シュインはシマノが先導した標準化によって傷つけられた。そ
れというのも，どのブランドの自転車（完成車）を買っても，まったく同
じになってしまったからである」（Crown and Coleman 1996: 217）。東は，
シマノのアーキテクチャ特性として，「システム・コンポーネントの部品領
域内においては，クローズ・インテグラル型より」の特性をもっていると
論じている（東 2004）。
３．インドの自転車産業	
以上，既存研究によりながら概観した第二次世界大戦後の自転車産業発
達史のメインロードに，インドという国も出てこないし，一つとしてイン
ドの企業名も出てこない。渡邊幸男は，戦後の自転車産業の発展を，「日本
国内完結型の地域的分業構造」から「東アジア大での地域分業構造生産体
制」への転換としてとらえているが，この発展の構図の中に出てくるのは，
日本，台湾，中国３か国の自転車・同部品メーカーである（渡邊・周・駒
形 2009）。しかしインドの自転車生産台数は，現在世界全体生産台数の10
％を占めており，中国に次いで世界第二位の「自転車大国」である。イン
ドの自転車産業はどのように発展してきたのであろうか。その特徴はどう
国際価値連鎖とインドの自転車産業
31） 台湾の２大完成車メーカーであるジャイアントもメリダもシマノから主要部品を調達してい
る（小池 1997）。
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いった点にあるのであろうか。戦後世界の自転車発展史の中で，インドは
どのように位置づけられるのであろうか。なぜ，インドの自転車産業はほ
とんど注目されないのであろうか32）。
3−1　植民地期インドにおける自転車の受容
アーノルドは，植民地時代のインドで自転車がどのように導入され，ど
のように社会に受け入れられていったかを研究した（Arnold and DeWald 
2011; Arnold 2013）。まずは彼の研究を紹介する形で，インドにおける自転
車受容の歴史を概観しておこう。
アーノルドによると，かなりの規模で自転車がインドに入り始めたのは
1890年代である。1913－14年度までに毎年35,000台の自転車が輸入され
た。二度にわたる世界大戦と1930年代初頭の大恐慌のために貿易が中断さ
れ，輸入数量は年々変動した。例えば1920－21年度の輸入数量は46,706台
であったが，翌年にはわずか6,315台にまで減少した。そして1928－29年度
には163,432台へと増加したが，1931-32年度には49,672台へと減少した。
しかし1910年から1946年にかけてほぼ250万台が輸入された。年平均でみ
ると，おおよそ7,000台であり，その大半はイギリスからの輸入であった
（表７参照）33）。
32） 東は，「OEM/ODM発注者からすればより安価な製造能力を必要としており，その結果とし
てよりコスト競争力をもつ国を求める可能性が高い…例えば豊富な労働力と一定の自転車生
産量の実績のあるインドは中国と競争しうる存在であろう」（東 2008: 167）と記し，渡邊・
谷もベトナムと並んでインド，バングラデシュの「生産技術水準が高くなれば，それに応じ
て，市場競争力も強くなるといえる。国際市場において，特にミドル・ローエンド市場では，
中国の製品と競い合い，中国の伝統的輸出市場にとってプレッシャーとなる」（渡邊・谷 
2009: 447）と記しているが，こうした言説を裏付ける分析は見られない。一方駒形は，「イ
ンドの自転車産業が，台湾，日系から，さまざまなレベルの地場企業まで，さまざまなグレ
ードの完成車を部品から製造し，世界市場に供給する中国の自転車産業と競合する勢力にな
るかどうかは，より具体的な観察から検討する必要があり，パキスタン，バングラデシュを
含む南アジアへの輸出産地拡大の可能性の詳細な検討は次の課題とせざるをえない」（駒形 
2009: 477-478）と慎重な姿勢を示している。
33） 大戦間期にはドイツあるいはその他ヨーロッパ諸国，およびとりわけ日本からの輸入が競争
相手となった。しかし日本車がピークを迎えた1930年代中葉でも，そのシェアは８%にすぎ
なかった。
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表７　インドの自転車・同部品輸入
年度
完成車 自転車部品
（台数） （10万ルピー）（10万ルピー）
1912－13 29,150
1913－14 34,577
1914－15 23,904
1915－16 19,342
1916－17 15,309
1917－18 19,937
1918－19 7,825
1919－20 21,913
1920－21 46,706
1921－22 6,315
1922－23 22,940
1923－24 44,884
1924－25 62,003
1925－26 96,649
1926－27 115,528
1927－28 138,783
1928－29 163,432
1929－30 142,052
1930－31 53,472
1931－32 49,672
1932－33 69,528
1933－34 88,624
1934－35 106,286
1935－36 133,595
1936－37 165,390 47.4 61.5
1937－38 170,664 55.7 62.8
1938－39 138,036 48.2 47.9
1939－40 92,249 33.3 41
1940－41 50,222 22.2 30.1
1941－42 54,455 26 31.5
1942－43 16,134 9.7 17.3
1943－44 25,356 18.8 21.1
1944－45 37,391 25.2 29.4
1945－46 76,141 54.8 54
1946－47 212,554 180.9 97.2
1947－48 261,958 249.6 194.2
1948－49 264,392 52.7 44
1949－50 268,373 249 159.3
1950－51 165,811 146.8 96.4
1951－52 283,127 282.7 144.3
1952－53 196,600 209.4 134.5
1953－54 93,200 96.3 102.8
1954－55 85,800 87.9 156.1
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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完成車だけでなくかなりの量で自転車部品（フレーム，チェーン，サド
ルなど）も輸入された。ここでも大半はイギリスからの輸入であり，これ
にドイツ，日本，オランダからの輸入も加わった。インド現地のディーラ
ーは自ら自転車を組み立てて，しばしば輸入車よりもかなり安い価格で，
自分の名前で市場に販売した。そして1940年代後半までには，パンジャー
ブ州のルディアナの零細工場でベル，スタンド，キャリアーズといった部
品を製造することができるようになった。しかし高品質の鉄鋼部品（チェ
ーン，ボールベアリング，フリーホイール）は，当時年間50万台の需要が
あったにもかかわらず，依然として輸入に依存せざるをえなかった34）。
アーノルドはインドの自転車に関するいくつもの興味深いアネクドート
1955－56 145,800 137.4 185.2
1956－57 138,000 141.7 181.6
1957－58 67,600 73.9 166.6
1958－59 5,400 7.3 90.3
1959－60 900 1 101.6
1960－61 500 0.8 171.4
1961－62 500 0.7 92.3
1962－63 500 0.8 20.5
1963－64 400 0.8 2.7
1964－65 0 0 2
1965－66 1.1
1966－67 1.5
1967－68 3
1968－69 8.2
1969－70 8.4
1970－71 2.2
出所：Arnold 2013: 47－48; Singh 1990.
34） ここで戦前の日本との比較は興味深い。日本の自転車輸入台数は，統計が利用可能な1902
年から1912年にかけて毎年15,000台から35,000台程度であったが，1914年から1919年にかけ
ては第一次世界大戦の影響で，激減した。大戦の終結によって輸入車は一時回復のきざしを
みせたが，まもなく国産化が進展し，1927年以降輸入車はほとんどなくなった（自転車産
業振興協会 1973: 22-26）。この日本の経験と比較すると，後述するように，インド現地資本
による自転車生産ははるかに遅れをとっていた。インドで輸入車がほぼなくなり国産化が完
成するのは，日本に遅れること30年後の1950年代後半であった。
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を紹介している。例えば，次のようなものである。
①1890年代から1920年代にかけて自転車の値段は大きく下落した35）。日本
からの自転車輸入によってさらに価格は下落し，最貧層の白人やインド
人たちも自転車を買うことができるようになった36）。また1950年代まで
には小さな町や村にも自転車ショップができ，自転車の１日貸しや時間
貸しすらみられるようになった。
②1914年以前ですら，政府のすべてのスタッフに自転車を配給することが
おこなわれた。その中には，電信配達ボーイ，郵便配達人，ワクチン団
（vaccination squads） や マ ラ リ ア 蚊 撲 滅 隊（anti-malaria “mosquito 
brigades）に属する「自転車小番（cycle peons）」も含まれていた。1920
年代中葉のニューデリーでの新首都建設にともなって，書記やオフィス
労働者に通勤用自転車購入のために250ルピーまでのローンが供与され
た。
③1930年代には自転車の盗難があいついだ。盗難された自転車は零細な工
場で作り直され，販売された。
④自転車がもつ「非凡な融通性」と現地運送や小規模な商業用ニーズへの
順応性は現地に適した形態をとることを可能にした。後輪の上に荷物運
搬人を乗せた二人乗り自転車，輸送あるいは行商用商品のための三輪車
あるいは四輪車，あるいは1940年代に導入され広まったサイクルリキシ
ャなどである。
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35） 19世紀末になると，ヨーロッパ諸国およびアメリカでの自転車ブームは終わりをつげた。自
転車産業の爆発的な成長に伴って，供給が需要を上回ったためであった。こうした事態に対
応するために，イギリスの自転車会社は高価格・高品質路線を廃止した。まずはラッジ・ウ
イトワーズが「特製」自転車の価格を大幅に引き下げた。やがて他社およびアメリカの会社
も低価格路線へと舵を切った（Harrison 1969）。
36） 第二次世界大戦前の日本製自転車は「安かろう，悪かろう」の代表的な商品であった。1927
年から1930年にかけての日本製自転車の輸出価格はヨーロッパ製自転車の半分以下であっ
た（自転車産業振興協会 1973: 282-283）。自転車輸入国であったインド側からすると，1930
年代中葉のラレー社製自転車の60ルピー，英国製およびインド国内での組立自転車40〜50
ルピーに対し，日本製自転車は19ルピーであった（Arnold 2013: 54）。
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⑤1914年前までは，自転車は位の高いヨーロッパ人（地方判事とか警察署
長とか）の仕事用の乗り物であった。しかしまもなく，インドの日中の
暑さと湿度の下で自転車に乗ることは苦痛であり，馬あるいは車のほう
が彼らの権威にふさわしいということになった37）。
⑥1890年代に，ボンベイやカルカッタでサイクリング・クラブが結成され
た。これはインド人中産階層の青年，とりわけ上流階級の学生が結成し
たもので，田舎へのサイクリングツアーを楽しむものであった。自転車
は，より健康でより自足的な生活スタイルを喚起したためである。
⑦高価なラレー製自転車は「旦那（Babu）」の自転車であったのとは対照
的に，より安いヘラクレス自転車（後述）は「労働者（Majdoor）」の自
転車であった。低カーストの貧困層にとって自転車は労働のための乗り
物であった。
3−2　独立後インドの自転車産業の発展と主要企業の概要
独立直後，インドへの完成車の輸入数量は劇的に増加した（前掲表７）。
1946－47年度から1952－53年度にかけて146万台（年平均約21万台）が輸
入された。輸入車の大半はイギリスからであった。ラレー（Raleigh），
BSA，ラッジ・ウイトワーズ（Rudge-Whitworth）製であった。
こうした状況を前にして，インド政府は自転車の国産化政策を強力に促
進した。独立直後から，輸入自転車に高関税をかけ輸入代替政策を促進し
た。とくに第二次五カ年計画期の1957年以降，自転車部品に対する輸入関
税は65％に，また完成車に対する輸入関税は75％にまで引き上げられた
（Kumar 1988: 167）。そして1957年７月にはついに完成車輸入が禁止され
た。つづいて1961年10月には部品の輸入も，「実際の利用者（Actual User）」
37） 日本でも似たような現象がみられたことが報告されている。明治42年（1909年）の『輪界』
という雑誌に掲載された記事に，「東京の自転車／衰えた様で却って盛／今では手代小僧の
乗物」，「商家にても主人番頭は之を乗用とするを恥じるが如き傾向あり」とある（自転車産
業振興協会 1973: 214-215）。
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を除いて，全面禁止されるに至った。その結果，自転車輸入台数は1955-56
年度，1956-57年度の14万台程度から1960-61年度までには500台へと急減
し，1964-65年度にはゼロ台となった。同様に自転車部品の輸入も急減した
（表７）。
この時期に，自転車企業大手６社体制ができあがった。ボンベイのヒン
ド・サイクル社（Hind Cycles），カルカッタのセン＝ラレー社（Sen-Raleigh 
Industries of India Ltd.），マドラスのTIサイクル社（T. I. Cycles），パンジ
ャーブ州ルディアナのヒーロー・サイクル社（Hero Cycles）とエイボン・
サイクル社（Avon Cycle），そしてハリヤナ州ソネパットのアトラス・サイ
クル社（Atlas Cycles）である。1963年時点で自転車企業21社が登録されて
いたが，この６社で総生産の80％超を占めていた（Kumar 1989: 241）。
この６社のうち最もはやくに設立されたのはヒンド・サイクル社である。
設立は1938年，操業開始は1941年である。ビルラ財閥のR. D. ビルラによ
って設立された企業で，株式公開企業であり，また大規模な統合型企業（す
なわち部品の大半を同一工場内で生産する企業）であった（Hind Cycles 
Limited 1955）。ヒンド・サイクル社は外資提携を伴っており，また輸入部
品を用いて生産していた（Singh 1990）38）。ヒンド・サイクル社は1940年代
後半までには年産15万台を生産していたが，消費者に対して「インド人に
よって，インドのために，インド国内で」生産された自転車を購入するよ
うに強く訴えた。「スワデシ（swadeshi）＝国産」の強調である（Arnold 
2013: 105）。
インド政府の自転車国産化政策に対応すべく，イギリスの自転車企業は
インド企業との合弁設立によって，インド市場を確保するという戦略を選
択した。ノッティンガムのラレー社はベンガルの経営者スディール・クマ
国際価値連鎖とインドの自転車産業
38） ヒンド・サイクル社と並んで，1942年という早い時期にパトナにヒンドゥスタン・バイス
クル・マニュファクチャリング・インダストリアル社（Hindustan Bicycle Manufacturing 
and Industrial Corporation）が生産を始めたとされている（Singh 1990）。　
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ール・セン（Sudhir Kumar Sen）と組み39），1950年に西ベンガル州アサン
ソール近郊に合弁会社セン＝ラレーの工場を設立した（操業は1952年）。
３年以内に年産10万台生産を目標とした工場であり，これはインド政府の
計画委員会が設定した年間目標の５分の１に相当した。ラレー社の登録商
標であったラッジ（Rudge），ハンバー（Humber），ラレー（Raleigh），ロ
ビンフッド（Robinhood）ブランドの自転車を生産した。セン＝ラレー社
はチェーン，ニップル，スポーク，ペダル，およびハブの生産のためにイ
ンドに生産拠点を設立したドイツの企業ユニオン・ヴェルケ社（Union 
Werke）と，そしてサドルの生産のためにドイツのヴィトコップ社
（Wittkop）とそれぞれ技術提携した（Hadland 2012: 121-123）。セン＝ラレ
ー社は，ヒンド・サイクル社と同様に統合型企業であった。
一方，1951年にバーミンガムのチューブ・インベストメント社（Tube 
Investments of Birmingham）はインドのムルガッパ・グループと合弁企業
TIサイクル社を設立した。マドラス近郊のアンバトゥールに工場を設立
し，「ヘラクレス・インディア（Hercules-India）」ブランドの自転車を生産
しはじめた。TIサイクル社も年産10万台であり，統合型企業であった。
アトラス・サイクル社はハリヤナ州ソネパットに拠点を構え，1952年に
生産ライセンスを取得した。そして1956年にパンジャーブ州ルディアナに
ヒーロー・サイクル社とエイボン・サイクル社が設立された。両社とも，
完成車メーカーになる前は自転車部品メーカーであった。
この大手６社のうち，ヒンド・サイクル社とセン＝ラレー社は「慢性赤
字企業（sick units）」となり，それぞれ1975年の８月と９月に政府によっ
て買収され，1980年にインド自転車公社（CCI: Cycle Corporation of India）
に吸収合併（国有化）された40）。これ以降現在に至るまで，インドの自転
39） S. K. センは「インド自転車産業の父」と呼ばれた（Hadland 2012: 189）。
40） 二大老舗企業のヒンド・サイクル社とセン＝ラレー社がともに清算・国有化された主原因は，
両社ともにボンベイ（現ムンバイ）あるいはカルカッタ（現コルカタ）という大都会に立地
した統合型企業であったためである。自ら部品の製造から手がけたために，費用（とくに賃
金）がかさみ，ストライキに見舞われ，関連企業の欠如に悩まされた（Singh 1994）。両社
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車産業は残りの４社が市場の大半を支配する構造が続いている（ただし全
インド自転車製造協会（AICMA）が公表しているデータは2001年度までし
かない）41）。表８からうかがわれるように，1980年代後半から2000年前後に
かけて最も大きな市場シェアを占めてきたのはヒーロー・サイクルで，そ
のシェアは４割前後に達している。つづいてTIとアトラス・サイクルが拮
抗しており，それぞれ20％前後のシェアを維持している。エイボン・サイ
クルが第４位で，そのシェアは10％程度である。また2012－13年度におけ
る各社のシェアは，ヒーロー33％，TI26％，アトラス18％，エイボン11
％，そして新規参入企業が12％と推計されている（TERI 2014: 39）。
ここで自転車生産台数の推移をみておこう（図４）。インドにおける自転
車の生産は1951年に始まった。わずか11万台強であった。その後政府の国
産化政策に後押しされて，1960年に100万台，1970年に200万台，1977年に
300万台，1980年に400万台，1983年に500万台，1986年に600万台，1991年
に700万台を達成した。1991年の経済自由化以降も順調の成長をつづけ，
1996年に1,000万台，そして2000年には1,500万台を達成した。しかしその
後はほぼ1,400万台〜1,500万台で推移しており，国内需要が飽和状態に近
づいていることを告げている。
TERIリポートによると，2012－13年度の生産台数は1,550万台であった。
2011－12年度から2012－13年度にかけて生産台数はやや下落したが，
2008-09年度から2012－13年度にかけての５年間の年平均成長率は４％で
あった。また2012－13年度の自転車販売台数は約1,200万台であった。その
国際価値連鎖とインドの自転車産業
を買収したインド自転車公社（CCI）の本社はコルカタにあるが，現在では「清算手続き中」
である。またインドにはもう一社インド・ナショナル自転車公社（NBCI: National Bicycle 
Corporation of India）という政府企業がある。本社はムンバイにあり，こちらも慢性赤字企
業である。
41） インド自転車製造協会（All India Cycle Manufacturers Association）は1984年に設立された
業界団体である。会員企業でインド自転車生産の95％をカバーしている。会員数は以下の
11社である（自転車部品企業も含まれている）。Atlas Cycles (Haryana) Ltd., Avery Cycles 
Industries Ltd., Avon Cycles Ltd., Hamilton Industries Ltd., Hero Cycles Ltd., Highway 
Cycle Industries Ltd., Milton Cycle Industries Ltd., New Heaven Steel Ball Corpn Pvt Ltd., 
Rockman Cycle Industries Ltd., TI Cycles of India, TI Diamond ChainPost Bag Co.
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内訳は，3,000ルピー未満の低価格モデルが60％，子供向け自転車が35％，
そして残りの４％が中級自転車（3,000ルピーから6,000ルピーまで），１％
未満が高級自転車（6,000ルピー以上）であった。州別の販売台数をみる
と，ヒーロー，アトラス，エイボン３社の販売台数が顕著に増加している
州は，西ベンガル，ウッタル・プラデーシ，ビハール，タミル・ナドゥ，
カルナータカ，アッサム，ケーララ，そしてチャッティスガルである（TERI 
表８　インド主要自転車製造企業のマーケットシェアの推移（％）
年 ヒーロー アトラス エイボン TI セン＝ラレー
ヒンド
サイクル RCI CCI NBCI
1951 90
1960 2 19.4 2.7 19.7 17.1 12.2
1961 3 19.6 4 26 15.9 10.6
1962 4.2 19.2 4.8 24.5 18.5 10.4
1964 24 21.4 21.4 12.2
1977 25.3 22.6 15.4 10.6 5.7 9.1 8
1978 27.9 20.6 16.7 2.2 8.2 10.4 6.6
1979 31 19.4 20.7 10.1 7.8 9.3 3.6
1980 20.6 22.7 21.5 9 8.3 6 1.7
1981 31.5 23.4 19.8 12.3 6.5 6.7 1.7
1982 33.9 22.3 19.5 14.4 4.9 5.4 3.7
1983 32 21.6 18.7 14.2 6.7 4.7 1.9
1984 32.8 24 19.7 15.1
1989 39.4 25 14 18
1990 41 23 14 15
1991 46 22 13 16
1995 38 21.4 26.7
1996 36.2 19.3 8.1 22.9
1997 34.8 20.1 7.5 21.7
1998 38 20.9 7.4 22.3
1999 37.7 21.3 7.4 21.3
2000 39.2 19.6 8.1 19.6
2001 40.5 18.3 10.5 18.3
2012－13 33 18 11 26
注１：1960年度から1962年度にかけての数値は生産台数に占めるシェア。
注２：RCI:Rockman Cycle Industries Ltd.
出所：Kumar1989:242;Singh1994;AICMA;TERI2014.
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2014: 39-40）。後述するように，これらすべての州では「自転車無料配布プ
ログラム」が導入されており，州政府調達（州政府の補助金）に依存した
成長である42）。
つづいてデータが利用可能な，1957年から1983年にかけての自転車（完
成車）輸出の推移を概観しておこう（図５）。1969年にようやく10万台を
達成し，1970年代後半に30万台，そして1981年から1982年にかけて60万台
を達成した。その後しばらくデータが不備である。TERI報告によると，
2007－08年度から2011－12年度にかけて，輸出は80万台から110万台へと
1.4倍になったのに対し，輸入は40万台から170万台へと４倍になった。生
産台数のわずか５％から７％が輸出されているにすぎない。2012－13年度
における輸出先の構成は，アフリカ54％，南アジア26％，ヨーロッパ14％，
その他６％であった。一方輸入のほうは，大半が中国からである（TERI 
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図４　インドの自転車生産台数の推移：1951年〜2012年
国際価値連鎖とインドの自転車産業
42）ただしインターネットを通じて得られる情報からは，ケーララ州はその存在が確認できな
かった。
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図５　インドの自転車輸出台数の推移：1957年〜1983年
図６　インドの自転車の輸出入額の推移：1997年〜2017年（100万ＵＳドル）
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2014: 40-41）。図６は，ユーロモニター・インターナショナルのデータに
よってインド自転車の輸出入額の推移（1997年から2017年まで）を示した
ものである。1997年から2000年までは輸入額が輸出額を上回っていたが，
2001年から2009年にかけては輸出額が輸入額を上回った。しかし2010年か
らこの傾向は再度逆転し，輸入額が輸出額を上回り，そのギャップ（赤字
幅）は拡大し続けている。
次に自転車の所有率をみておこう。2001年から2011年にかけてインドに
おける自転車の所有率は年率３％で増加し，センサスによると2011年にお
ける自転車所有率は全家計の44.8％（約１億1,100家計）であった。このう
ち農村家計の自転車保有率は46.2％，都市家計のそれは41.9％であった。
また2001年における全家計のそれは43.7％（約8,400家計）であったので，
ほんのわずかの増加にとどまっている。しかし都市・農村別にみてみると，
農村のほうは42.8％から46.2％へと増加したものの，都市のほうは46.0％
から41.9％へと下落しており，需要が頭打ちになっている様子がうかがわ
れる。大都市の場合，ムンバイとコルカタを除くと，他のすべての大都市
で自転車の所有率は下落した（表９）。ちなみに中国の自転車所有率は96.0
％とインドをはるかにしのいでいる。またインドの一人あたり自転車所有
率はわずか0.09台であり，日本の0.70台，中国の0.37台をはるかに下まわ
表９　インドの家計の自転車所有率：2001年と2011年
2001年 2011年
全家計 43.7 44.8
　1. 農村 42.8 46.2
　2. 都市 46.0 41.9
　　a. ムンバイ 8 9
　　b. コルカタ 23 26
　　c. バンガロール 29 23
　　d. デリー 35 31
　　e. ハイデラバード 39 26
　　f. チェンナイ 46 37
　　g. プネ 48 33
出所：TERI 2014: 1, 20.
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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る（図７）。自転車が浸透しない理由の一つは，インドで自転車を利用して
いる家計は低所得家計であるが，彼らにとって自転車購買価格が「高すぎ
る」ためである。最も安い自転車ですら，その価格は農村地帯では年間一
人あたり所得の15％にのぼる（中国では2.5％と推計されている）（TERI 
2014: 1-9）。自転車製造企業からのデータによると，2012－13年度時点で
3,000ルピー未満（平均2,900ルピー）の自転車の販売台数は500万台，また
3,000ルピーから6,000ルピーの範囲の自転車（平均4,500ルピー）の販売台
数は160万台であった。これら合計して660万台の自転車が，おもに低所得
層によって購入されているものと推測できる。
次に運輸モーダル（交通手段別分担）という観点から，都市開発省の調
査による都市における自転車の利用率をみてみよう（Ministry of Urban 
Development 2008）。2007年における自転車のモーダル・スプリットはイ
ンド全国で11％である（表10）。この調査報告書によると，1994年におけ
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図７　主要国の一人あたり自転車所有率（％）
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る自転車のモーダル・スプリットは30％近くであった。都市におけるサイ
クリングのシェアは大きく低下したことになる。さらに交通事故で死亡す
るサイクリストの数は増え続けている。都市部門での自転車使用率が低落
を続けている理由は，（1）都市における安全なサイクリング条件（インフ
ラ）の欠如，（2）バイスクル・シェアリングのような革新的な自転車促進
計画の欠如，（3）自転車に対する社会的認知度の低さと自転車よりも自動
車・二輪車（motorized modes）を選好する価値観，による。
こうしてみると，自転車需要は農村でも都市でもほぼ頭打ちとなってい
る様子が伝わってくる。インドで，自転車は依然として伝統的な「労働者
の乗物」という認識枠を超えていない。そこには技術革新もなく，「サイク
リング」をサポートする体制もインフラも備わっていないし，文化も育っ
ていない。インド製自転車と国際市場で販売されている自転車との技術水
準には判然とした相違がある（表11）。
中国が生み出した電動自転車には，自転車スタイルの電動自転車（BSEB）
とスクータースタイルの電動自転車（SSEB）がある。両方とも技術は似た
ようなものであり，主要な違いはバッテリーとモーターの大きさである。
典型的に前者は８ボルト・バッテリーと180〜250ワットのモーターを備え
ているのに対し，後者は36バッテリーと350〜500ワットのモーターを備え
ている。また電動自転車は時速20キロメートルを超えないように規制され
表10　インド都市における運輸モーダル・スプリット（％）：2007年
都市人口（万人） 徒歩 自転車 二輪車 公共交通機関 乗用車 IPT 合計
50未満（平地） 34 3 26 5 27 5 100.0
50未満（丘陵地） 57 1 6 8 28 0 100.0
50〜100 32 20 24 9 12 3 100.0
100〜200 24 19 24 13 12 8 100.0
200〜400 25 18 29 10 12 6 100.0
400〜800 25 11 26 21 10 7 100.0
800以上 22 8 9 44 10 7 100.0
全国 23 11 16 27 13 6 100.0
注：Ｔrafic Modal Split：モーダルスプリット（交通手段別分担） 
注：IPT (Intermediate Public Transit)：中間公共交通機関（オーリキシャや民間バス，等を指す）
出所： Ministry of Urban Development 2008.
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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ている。電動自転車はガソリン・タイプやLNGタイプのスクーターやバイ
クと競合しており，また通常タイプの自転車にとってかわりつつあり
（Weinert, Ma and Cherry 2007），将来「電動自転車・電動二輪車・電気自
動車」という技術的に連続した巨大市場が形成されることが予測される。
これに対しインドの場合，自転車と二輪車（スクーター，バイク）との
間には技術的にも市場的にも連続性はなく，はっきりと断絶している。ヒ
ーロー・モトコープ社とヒーロー・サイクル社はともにヒーロー・グルー
プに属する企業であり，それぞれが二輪車分野と自転車分野でインド市場
のマーケット・リーダーであるが，現在では両社の間にはまったく関連は
ない。たまたま各々がマーケット・リーダーになっているだけである。技
術も，市場も，サプライヤーもディーラーも，異なっている。
3−3　四大主要自転車企業の概要
本節では，主要４社のホームページやインターネットを通じてアクセス
できる新聞・雑誌の記事およびエイボン・サイクルおよびヒーロー・サイ
クルでのヒアリングから各社の概要を垣間見ることにする。
①エイボン・サイクル社（Avon Cycles Ltd.）43）
エイボン・サイクルはパンジャーブ人のパーワ（Pahwa）兄弟が創設し
表11　インド製自転車と国際レベルでの自転車の技術水準の比較
市場のタイプ 市場需要（％）
原材料 特殊部品 生産技術
グローバル製 インド製 グローバル製 インド製 グローバル製 インド製
Mass Standard 53.45 スチール スチール ドレイラー，サスペ
ンション・フォーク，
ディスクブレーキ，
シフター，ダイナモ，
リフラクター，エレ
クトリック・ドライ
ブ・ユニット
なし ロ ボ ッ ト
溶接，自動
ア セ ン ブ
リー，高速
ＧＲ塗装，
全量検査
手動溶接，
手動組立，
伝 統 的 塗
装，基礎検
査 工 程 の
み
Mass Fancy 33.15
カーボン・
合金・
チタニウム
国 内 生 産
できない。
なし
Mass Premium 12.10
国 内 生 産
できない。
Premium 1.30
Super Premium Negligible
出所：TERI 2014: 43.
43） 2018年１月16日にエイボン・サイクル社を訪問し，工場見学と社長のオンカール・シン・
パーワ（Onkar Singh Pahwa）氏からヒアリングをさせていただいた。
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た会社である。インド独立時にパキスタンのシアルコットからインド側に
移住した（シアルコットにいたときはスポーツグッズを製造していた）。本
社はルディアナにある。1948年に自転車用のサドルとブレーキの製造を始
めたが，完成車を製造すべく1951年にエイボン・サイクル社を設立した。
最初の年に出荷された台数は250台であった。1952年には市場シェアの18
％を占めた。その後ビジネスを拡大し，自ら様々な部品の大半を製造する
ようになり，ついにはスチール・ストリップおよびスチール・チューブを
製造し，「世界で唯一の完全な後方統合をなしとげたグループ」となった44）。
認可したディーラー数は1,600にのぼる（http://www.avoncycles.com）。毎
年200万台の自転車を生産しているが（h20195.www.2.hpe.com），近年で
はこのうち政府調達向け生産が100万台を占め，市場販売向け生産は100万
台である。55％が標準型自転車である。雇用者数は2,000名である。輸出台
数は年間10万台であり，80カ国以上に輸出している。輸出単価は3,000ルピ
ーである。主要輸出先は，バングラデシュ，スリランカ，ネパール，アフ
リカ諸国である。アフリカ諸国では日本製の中古自転車が10ドルで販売さ
れており，競争相手となっている。また2006年から電動自転車（電動アシ
スト自転車および電気スクーター）の生産を始めたが，販売は不調である
とのことであった。
②アトラス・サイクル（ハリヤナ）社（Atlas Cycles (Haryana) Ltd.）
アトラス・サイクル（ハリヤナ）の設立は1951年で，本社はハリヤナ州
ソネパットにある株式公開企業である。創設者はジャンキ・ダス・カプー
ル（Janki Das Kapur）（Aug 1893〜Jan 1967）である。その後，息子のB. 
D. カプールがソネパット工場を，J. D. カプールがサヒババード工場をそ
れぞれ引き継いだ。初年度の出荷台数は12,000台であった。1958年から輸
出（完成車および部品）を開始した。主な輸出先は，アフリカ諸国（エジ
国際価値連鎖とインドの自転車産業
44） といってもこれはフレーム生産に限定された話で，「おもにローカルのベンダーから膨大な
部品を購入している」ことに変わりはない（h20195.www2.hpe.com）。
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プト，ザンビア，ケニヤ，ウガンダ，タンザニア，スーダン，リビア，マ
ラウィ，エチオピア），南アメリカ，中央アメリカ，モーリシャス，西イン
ド，マダガスカル，等である。1965年までにはインド最大の自転車製造企
業となった。またインドで初めて1978年にレース用自転車を手掛けた。
1987にグルガオンにアトラス・スチール・チューブ社（ASTI: Atlas Steel 
Tube Industries）を専属工場として設立し，スチール・チューブの自給を
達成した（2006年に工場はバワルに移転された）。アトラス・サイクル（ハ
リ ヤ ナ ） 社 は 年 産400万 台 の 設 備 能 力 を 備 え て い る（http://www.
atlascycles.co.in）。
３つの工場（子会社）がある。ソネパット工場，ウッタル・プラデーシ
州サヒババード工場（Sahibabad），そしてマディア・プラデーシ州マラン
プール工場(Malanpur)である。この３工場は，アトラス・サイクル（ハリ
ヤナ）社の３つの100出資子会社となっている。それぞれの会社名は，Atlas 
Cycles Sonepat Limited, Atlas Cycles (Sahibabad) Limited, Atlas Cycles 
(Malanpur) Limited，である（Atlas Cycles, Annual Report 2015-16）。
アトラス（ソネパット）は28エーカーの敷地を持ち，年産300万台の設
備能力を備えている。「一つの屋根の下で大半の部品を生産している」統合
型工場である。プレス・ショップ，マシン・ショップ，ブレージング・シ
ョップ（brazing shop），ウエルディング・ショップ，ヒート・トリートメ
ント・プラント，ペイント・ショップ，エレクトロプランティング・プラ
ント，そしてアセンブリ ・ーショップである（http:www.atlascyclesonepat.
com）。2000年に若者をターゲットとした高級新機種「アトラス・マッチ
ョ・ミレニアム（Atlas Macho Millennium）」を販売した。この機種はシマ
ノのマルチスピード・ギア・システムを装備した自転車である（Khanna, 
Sen, and Ray 2001: 109）。　
自転車の実際の生産台数は，2011年度は3,145,790台，2014年度2,300,923
台，2015年度2,145,411台であった（Atlas Cycles, Annual Report 2010-2011; 
Annual Report 2015-16）。明らかに生産台数の低下傾向が見られる。
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アトラス・サイクル（ハリヤナ）社の『年報』によると，関連会社とし
て，ミルトン・サイクル（Milton Cycles Industries Ltd.），ジャンキダス＆
サンズ（Janki Das & Sons (P) Ltd.），ローマー・エンジニアリング・ワー
ク ス(Romer Engineering Works (P) Ltd.)の ３ 社 が あ る（Atlas Cycles, 
Annual Report 2015-2016）。このうちミルトン・サイクルはソネパットに立
地する会社で，設立は1960年である。当初はアトラス・ブランド自転車の
OEMサプライヤーであった。2006年に自社ブランドの自転車生産を開始し
た（http://www.indiamart.com/miltoncycles/aboutus.html）。
さらにアトラス・グループ企業として，前述したアトラス・スチール・
チューブ社の他に，サルソン・インペックス社（Salson Impex Pvt. Ltd.），
アトラス・TMTバー社（Atlas TMT Bars Private Limited），アトラス・ラ
ボ ラ ト リ ー ズ ＆ フ ァ ー マ シ ュ ー テ ィ カ ル ズ 社（Atlas Laboratories & 
Pharmaceuticals Limited），アトラス・エンターテインメント社（Atlas 
Entertainment Pvt. Ltd.）がある。このうちサルソン・インペックス社は
2008年に設立された企業で，その中核業務はバイヤス・タイヤおよびバイ
ヤス・トラックタイヤの製造・販売・輸出であるが，国際部門（輸出部門）
の中にはタイヤ（自動車用タイヤ，モーターサイクル用タイヤ）だけでな
く農業機械，自転車・同部品，二輪車および三輪車・同部品，スチール（コ
ールドロール・スチール，ガルヴァナイズド・スチール），および繊維（紡
績）の製造・販売を取り扱う部局がある。またこれとは別にアトラス・フ
ォージングス(Atlas Forgings)部門をもっている。なお「サルソン」はアト
ラス・グループのブランド名である（http://www.salsons.com/）。
③TIサイクル・インディア（TI Cycles of India）45）
TIサイクル・インディアはチューブ・インベストメント・インディア社
国際価値連鎖とインドの自転車産業
45） お も に Khanna, Sen and Ray 2001; Tube Investment of India Limited 2016; Muthukumar 
2012: Chapter Ⅱ，Top 10 Bicycle Brands-BSA Hercules (https://bsahercules.com) ，および
ムルガッパ・グループのホームページ（http://www.murugappa.com） によっている。  
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（TII: Tube Investments of India Limited）の自転車および同部品の製造部
門である。TIIはチェンナイに拠点を置くムルガッパ（Murugappa）・グル
ープのフラッグシップ・カンパニーである。自転車部門の他に，エンジニ
アリング部門（スチール・チューブおよびスチール・ストリップ製造部
門），金属加工部門の３部門を擁している。前２部門が主力部門で，TII社
の収入の８割を生み出している。TIIは次のようなプロセスを経て形成され
た。
1949年にムルガッパ・グループとイギリスのチューブ・インベストメン
ト（UK）社の合弁企業としてTIサイクル社が設立された。1951年に，ヘ
ラクレス・ブランドの自転車が初出荷された。自転車の後方統合を進める
ために1955年にイギリスのチューブ・プロダクト（オールドベリー）社と
の合弁でチューブ・プロダクト・インディア社（TPI: Tube Products of 
India）が，さらに1960年にはアメリカのダイヤモンド・チェーン・カンパ
ニーとの合弁でTIダイヤモンド・チェーン社（TIDC: TI Diamond Chain）
とイギリスのミラー社との合弁でTIミラー社（TI Miller）がそれぞれ設立
された。そして1959年にTIサイクル社とTPI社が合併してTIIが設立され
た。また1965年にTIIの金属加工部門としてTIメタル・フォーミングが設立
された。さらに2004年にTIDCがTIIに吸収合併された。したがって現在で
はTII社には４つの部門があることになる。
TIサイクル社は現在４つのブランドを所有している。BSA，ヘラクルス，
モントラ，マッチシティ(Mach City)である。ヘラクルスは，TIサイクルが
最初に導入したブランドであり，「標準車」（実用車）である。1969年にプ
レミアム分野（「特別車」）へと多角化を進め，ワイヤ・ブレーキと複数色
のBSAブランドを導入した。モントラは，インドで最初にフレーム素材に
カーボンブラックを用いた国際水準での自転車である。マッチシティは最
新のブランドで都市消費者向け自転車である。
インド国内に４つの工場を持っていた。アンバトゥール（チェンナイ，
タミル・ナドゥ州），ナシーク（マハラシュトラ州），ノイダ（UP州），ラ
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ジプーラ（パンジャーブ州）である。年間の生産能力はナシーク工場120万
台，ノイダとチェンナイの工場がそれぞれ180万台，そしてラジプーラ工場
が300万台である。このうちラジプーラ工場が最も新しく，2016年６月に
操業を開始した。そして2016年９月にノイダ工場は閉鎖され，ラジプーラ
工場へと統合されたので，現在では3工場となっている（Bike Europe, “TI 
Cycles open 4th bicycle factory in India,”, http://www.bike-eu.com）。
ディーラー数は1,500にのぼる。また600店舗にのぼる様々な形態の小売
ストアを展開している。シクロ・カフェ（Ciclo Café），トラック＆トレイ
ル（Track & Trail），トラック＆トレイル・スポーツ，ルーラル・ヘラク
ルスBSA，である。トラック＆トレイル・スポーツでは専属販売契約の下
で，モントラ，キャノンデール，ビアンキ，シュイン，GT，マングース，
といった様々なブランド製を取り扱っている。
1953年の生産台数は36,000台であったが，1955年には89,000台へと増加
し，1960年までには累計100万台生産を達成した。そして1963年12月まで
には200万台，1967年４月までには300万台を達成した。1970年台に至るま
で，TIサイクルはインド最大の自転車製造企業であった。自転車販売台数
の増加に伴って，修理用部品に対する需要が高まり，これがパンジャーブ
州，とくにルディアナでの部品企業の設立を促進した。まもなくルディア
ナの部品製造企業は前方統合を進め，自らのブランド名で完成品自転車を
販売するようになり，低価格「標準車」でヒーロー・サイクルが最大の生
産者となった。1978年にTIサイクルで９か月におよぶストライキが発生
し，これが契機となって「標準車」セグメントでのTIサイクル社の衰退が
はじまった。そして1980年代になると，TIサイクルは「特別車」の製造に
集中するようになった（Dixit and Jain 2003）。
ディクシット＝ジェインは，「ディーラーたちはTIサイクルを『特別』
カテゴリー自転車のサプライヤーとしてみなしている。彼らは，TIサイク
ルの『標準車』を販売することに興味を持っていない」と報告している。
TIサイクルは，1996－97年度以前は，「特別車」セグメントで50％以上の
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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市場シェアを占めていたが，ヒーロー・サイクル，アトラス・サイクル，
エイボン・サイクルといった北インドからの競争企業が現れるにつれ，TI
サイクルの主導的な位置が揺らぎ始めた。表12および表13は，1996－97年
度時点での主要各社のカテゴリー別自転車生産台数と地域別の市場シェア
を示したものである。ディクシット＝ジェインの研究によると，TIサイク
ルとヒーロー・サイクルをはじめとする北インドの自転車企業との間には
約10％のコスト差がある。彼らは，その原因をTIサイクルの「統合的性格
と高賃金」に求められるとしている（Dixit and Jain 2003）。
北インドの自転車企業の競争力強化に対応すべく，近年TIサイクル社は
コスト削減策としてアウトソーシングを進めている。2000年代に入ると，
エイボン・サイクルから標準車のアウトソースを始めた。また西部インド
表12　インドの主要企業別・種類別自転車生産台数：1996−97年度（1000台）
自転車の種類
企業名
４社合計
TI ヒーロー アトラス エイボン
合計 1,605 4,210 1.996 968 8,780
　１．標準車 787 3,437 1,685 745 6,654
　２．特殊車 818 773 311 223 2,126
　　a. SLRs 317 103 38 17 475
　　b. マウンテンバイク 240 223 60 59 582
　　c. 児童向け 107 165 36 71 379
　　d. 青少年向け 149 276 76 76 675
出所：Dixit and Jain2003.
表13　インドの主要自転車企業３社の地域別マーケットシェア：1996−97年度
企業名 北部インド 東部インド 西部インド 南部インド
ヒーロー 45 53 31 39
アトラス 24 7 36 18
TI 4 22 18 43
出所：Dixit and Jain 2003.
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市場の開拓に向けマハラシュトラ州ナシーク工場を建設し，北部市場の開
拓に向けUP州ノイダ工場，ついでラジプーラ工場を建設した（Bike 
Europe, “TI Cycles open 4th bicycle factory in India,” http://www.bike-eu.
com）。
④ヒーロー・サイクル社（Hero Cycles）46）
ヒーロー・サイクル社は1956年にパンジャーブ州ルディアナに設立され
た。現在では，ヒーロー・モトコープ社と並んで，ヒーロー・グループに
属するフラッグシップ・カンパニーの一つである。ヒーロー・グループの
創設者にして総帥はブリッジモーハン・ラール・ムンジャル（Brijimohan 
Lall Munjal; 1923-2015）であった。ムンジャル家は現在パキスタン・パン
ジャーブ州に属するカミリア（Kamilia）の出身であり，カーストはカトリ
である。印パ分離独立前の1944年に４人の兄弟（ダヤナンド，サティアナ
ンド，ブリッジモーハン・ラール，オーム・プラカーシュ）でアムリトサ
ルに移住し，自転車部品販売会社を設立した47）。そして独立後の1956年に
ルディアナに移転し，自転車部品および自転車完成品の製造を開始した。
ヒーロー・サイクルの創始者はオーム・プラカーシュ・ムンジャル（Om 
国際価値連鎖とインドの自転車産業
46） 2017年８月17日デリー・オフィスにて国際マーケティング担当ヴァイス・プレジデントの
アショク・アブロル氏からヒアリングした。また2018年１月15日ルディアナ本社にて国際
ビジネス担当プレジデントのヤドベンドラ・サハイ氏からヒアリング，および工場見学をさ
せていただいた。
47） ヒーロー・サイクル社とは別に，ダヤナンド・ムンジャルの息子のヴィジャイ・ムンジャル
が，2002年にヒーロー・エコテク社（Hero Ecoteck Ltd.）を結成した。この会社の本社も
ルディアナにある。当社はヒーロー・エコ・グループの傘下企業のひとつである。ヒーロ
ー・エコ・グループは，自転車，自転車部品，電気自動車，ヘルスケア，フィットネス機器，
自動車部品を製造している。ヒーロー・エコテク社は，最初は高品質自転車の製造・輸出に
特化した輸出志向工場（Export Oriented Unit）であった。日本のナショナル・パナソニッ
クと提携してヨーロッパおよび日本といった先進国向けの輸出を目指していた。現在では英
国，ドイツ，フランスに輸出している。2007年からは中国から輸入した電動自転車の製造・
販売を行っている。また2012年から国内市場向けに，クロス（KROSS）ブランドの自転車
を製造・販売している。ヒーロー・サイクル社のライバル企業の一つである。
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Prakash Munjal）である。そして2015年に，息子のパンカジ・ムンジャル
（Pankaj Munjal）がヒーロー・サイクルを傘下に持つヒーロー・モーター
ズ・グループの総帥に着任した48）。ヒーロー・モーターズ・グループ傘下
企業には，ヒーロー・サイクル社の他に，ヒーロー・モーターズ社（自動
車部品製造会社），ZFヒーロー・シャシー・システム社（ZF Hero Chassis 
Systems，自動車シャシー製造会社），ムンジャル・キリュウ工業社（Munjal 
Kiriu Industries，自動車部品製造会社，日系企業との合弁企業），ムンジャ
ル・ホスピタリティ社（Munjal Hospitality，ホテル），オマ・リビング社
（Oma Living，室内装飾），AUMA社（レストラン）があるが，パンカジ・
ムンジャルはこれらの会社を引き継ぐとともに，以下のように，高級自転
車事業に積極的に参入している。
（1）2015年９月にファイアフォックス・バイク社を買収した。ただしファ
イアフォックス社はヒーロー・サイクル社に吸収合併されるわけではな
く，買収後も独立した企業体として存続するとされた。買収取引には，
70種類におよぶファイアフォッック・ブランドの自転車，自転車用アク
セサリーおよびスペアパーツ，25種類におよぶ「トレック」ブランド49）
の自転車およびその他ブランド（Tern, Shimano, Saris, Finish Line, 
Kryptonite, Super-B, Slim）の専属販売権が含まれている。全インド自
転車製造業者協会（AICMA）によると，インドの自転車保有者比率は
1,000人あたりわずか90人である（ちなみに中国では149人，アメリカで
は400人である）。2014－15年度の自転車販売台数は1,500万台，このうち
48） 一方，ヒーロー・モトコープ社のほうはブリッジモーハン・ラール・ムンジャルの死亡に伴
って，2015年に息子のパワン・ムンジャル（Pawan Munjal）に引き継がれた。パワン・ム
ンジャルはパンカジ・ムンジャルの叔父にあたる。周知にように，1984年にヒーロー・サ
イクル社と日本の本田技研工業は合弁会社ヒーロー・ホンダ・モーターズ社を設立し，イン
ド最大のオートバイメーカーに成長したが（Ghoshal, Piramal and Budhiraja 2001: Case 18），
2010年に合弁を解消し，ヒーロー・モトコープ社に名称を変更した。
49） トレック(Trek)はアメリカの主要自転車ブランドの一つである。
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高級自転車（プレミアム・セグメント）は20万台と推計されている。自
転車全体に対する需要は過去４〜５年停滞しており，2012－13年度はマ
イナス3.24%であった。しかしプレミアム・セグメント自転車に対する
需要は，2000－2001年度から2014－15年度にかけて年率25％で成長をつ
づけている。ファイアフォックス社は早くからプレミアム・セグメント
に参入した企業で，当該市場の40％のシェアを占めている（“Hero Cycles 
buys Firefox Bikes for Rs150 crore,”Live Mint, September 18, 2015, 
http://www.livemint.com)。創設者はシヴ・インダール・シン（Shiv Indar 
Singh）で，2004年デリーのノイダに設立された。販売自転車はスリラ
ンカ，中国および米国から輸入しているが，大半はスリランカの提携会
社から輸入している（“A smooth ride ahead,” The Smart CEO, Aug. 1, 
2012, http://www.thesmartceo）。また独自の160にのぼる販売店網を有
している。ヒーロー・サイクルは製品イノベーションおよび顧客サービ
スに大規模な投資をするとしている。
（2）2015年８月に，イギリス・マンチェスターのアヴォセット・スポーツ
社の51%の株式を取得した。アヴォセット・スポーツ社は自転車および
自転車アクセサリーのディストリビューターである。独立ディーラー向
けのデザインとブランドの開発を手掛けている。
（3） 2016年５月にスリランカのBSHベンチャーズ社の株式の60%を取得
し，ヨーロッパ向け高級自転車の輸出拠点とした。BHSベンチャーズ社
は2011年１月に設立された会社で，ビヤガマ輸出加工区に立地してい
る。雇用者数は100人で，生産能力は年産25万台である。ラレー・イン
ターナショナル社と「ラレー」ブランドの自転車の生産・販売に関して
ライセンス契約を結んでいる。ヒーロ ・ーサイクル社は2,000万ドルの新
規投資をし，現行の年産５万台から18万台へと生産を拡大し，最終的に
は年産300万台を目指すとしている。またバングラデシュ最大の自転車
メーカーであるメグナ・バングラデシュ社長ミザヌール・ラーマンが
BHSベンチャ－ズ社の40％の株式を所有しており，メグナ・グループ社
国際価値連鎖とインドの自転車産業
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も新規投資をする予定であるとされている。EUはスリランカに対して
GPSプラスによる輸入関税ゼロの特典を与えている。ヒーロー自転車は
世界市場の５%のシェアを占めている50）（“Hero Cycles India to make Sri 
Lanka bicycle hub in Asia,” April 4, 2016, PrintFriendly.com: https://www.
printfriendly.com; “Hero takes over Sri Lanka’s BHS as country is about to 
regain GSP+ status,” March 22, 2016: http://www.bike-eu.com）。
（4）2017年１月にイギリスのマンチェスターにヒーロー・サイクル・グロ
ーバル・デザインセンター（HGD）を設立した。ヨーロッパ中から25人
のデザインおよびマーケティング専門家を集め，ヨーロッパ向け自転車
に共通するマザ ・ーブランドを発展させることを目的の一つとしている。
パンカジ・ムンジャルによると，「（HGDでの」戦略は２つある。第一に
は，英国でブリティッシュ・ブランドを発展させ，それらを全ヨーロッ
パおよびアフリカ，インドへと輸出することである。第二には，インド
をベースにする自転車のブランド価値を高めることである」。HGDはア
ヴォセット・スポーツ社の機能を高めるものとして期待されている
（“Global bike manufacturer unveils ￡2M Manchester design centre,” : 
http://www.bqlive.co.uk）。
これらの結果，所有しているブランドは，Hero, Sprint, Sprint Pro, Urban 
Trail, Firefox,である。「大衆向け」低価格輸出向けブランドはホーク
（HAWK）として知られており。また自転車部品ブランドとして「スプー
ル（Spur）」がある。フロント・サスペンション，フォーク，リム，BBカ
ートリッジ，およびフリーホイールに使用されている。2016年から「レク
トロ（Lectro）」ブランド名で電動アシスト自転車の製造を開始した。また
国内で３工場(パンジャーブ州ルディアナ，ビハール州パトナ，UP州ガジ
アバード)そしてスリランカで１工場を操業している。本社があるルディア
50）世界の自転車市場の大きさは500億ドルと見込まれている（“Hero Cycles will surprise its 
customers soon, says Pankaj Munjal”, Forbs India, October 18, 2016; http://www.forbsindia.
com）。
51
ナ工場では年産550万台の自転車を製造している。１日あたり19,000台であ
る51）。設備能力は年産750万台である。主要部品である「フレーム，フォー
ク，ハンドル，リム，泥除け」を製造している。ビハール州パトナ工場の
設立は2014年である。インド東部市場をターゲットにした工場であるが，
製品はバングラデシュおよびネパールにも輸出されている。年産100万台
の設備能力がある。500人の直接・間接雇用を生み出すものと期待されてい
る。一方，デリー周辺のUP州ガジアバード工場の設備能力は年産10万台で
ある（日産2,000台）。ガジアバード工場では，世界市場への輸出を目指す
べく，従来輸入に頼っていたアルミニウムを国内調達に切り替え，2013年
からフレームにインドで初めてアルミニウムを使用した自転車製造に着手
した。ハイエンド自転車であるアーバン・トレイルとスプリントを製造し
ている。またスリランカのBHS工場の設備能力は年産25万台である。
2016年時点での，ヒーロー・サイクル社のサプライヤーの数は250社に
のぼり，ディーラーの数は2,800にのぼる。雇用者数は4,300人である。ま
た市場シェアは35％であり，トップエンド市場では70％の市場シェアを持
っている（“Hero Cycles Q&A,” BikeBiz, June 9, 2016: https://www.bikebiz. 
com）。年間の純収益は40億ルピーにのぼる。アーバン・トレイルはアメリ
カ市場向けの自転車である。インドの自転車需要は年間1,000万台超と推計
されているが，大半はブラック・バイスクル（実用車）である。実用車の
外国市場は主にアフリカ諸国（モザンビーク，ナイジェリア，ケニヤ，チ
ュニジア）である。
2018年１月に行なったヒアリングによると，2017年時点でヒーロー・サ
イクル社が現在手掛けているのは，「フレーム，フォーク，リム」だけであ
る。「統合型企業」から脱却し，アウトソーシングを増加させる動きが顕著
にみられる。「フレーム，フォーク，リム」の大半はスチール製であり，一
国際価値連鎖とインドの自転車産業
51） ヒーロー・サイクルは，世界最大の自転車製造企業であるとして，1986年のギネスブック
に登録された。
52
部は合金製である。またアウトソーシングの増大伴って，雇用者数も3,000
人へと減少した。
また多くの州政府が採用している中高生向け無料自転車配布プログラム
は，インド全体の自転車に対する総需要の10％を占めている（表14は各州
政府による自転車無料配布プログラムの概要である）52）。このプログラム
は，ヒーロー・サイクルにとっても大きな収入源である。例えば，このプ
ログラムのためにビハール州では毎日4,000台の自転車が売れており，それ
がビハール州への新工場建設の重要な動機になっている（“The Cycle 
King,” Business Standard, January 21, 2013; http://www.business-
standard.com）。またヒアリングによると，西ベンガル州が実施する無料配
布プログラムによるヒーロー・サイクルからの調達台数は年間100万台に
のぼるという。さらにこの他に，軍隊から年間60万台の調達があるという
ことであった。  
以上が自転車アセンブラー主要４社の概要である。エイボン・サイクル
社とアトラス・サイクル社は，自転車の枠組みとなる「フレームの組立」
から「フレーム生産」へ，さらに「フレーム生産」からその原材料となる
「スチール生産」へと，後方への統合を成し遂げている。統合型企業を目指
す主理由は，信頼できる品質水準を確保できる部品を調達しうる企業が限
定されているという消極的なものである。これに対し，ヒーロー・サイク
ル社とTIサイクル社は，近年アウトソーシングに重点をシフトしてきてい
る53）。統合型企業は生産費用がかさみ，競争力をそぐ要因となってきた。
52） 州によってばらつきはあるものの，このプログラムは貧困家計の中高生女子生徒の進学率向
上を目的としたものである。いくつかの調査結果は，このプログラムが大きな成果をあげた
こ と を 報 告 し て い る（Ghatak, Kumar, & Mitra 2013; Muralidharan & Prakash 2013; 
Midstream Marketing & Research Pvt. Ltd. 2013; Ghatak, Kumar, & Mitra 2016; Pratichi 
Institute 2017）。またこれとは別にウッタル・プラデーシ州では2013年度から州内の労働者
向け自転車無料配布プログラム（Yogi Free Cycle Sahayta Yojana Uttar Pradesh）が始まっ
た（https://www.pradhanmantriyojana.in/up-free-cycle-scheme/）。
53） 2018年１月にヒーロー・サイクルのOEMサプライヤー３社を訪問する機会に恵まれた。Ｓ
社（設立1973年），NN社（設立1950年），そしてM社（設立1980年）の３社である。Ｓ社生
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かつてインドで隆盛を誇ったヒンド・サイクル社もセン＝ラレー社も統合
型企業であったために生産費用がかさみ，ついには清算へと追い込まれた。
またかつてのTIサイクル社も統合型企業であり，そのために1990年代中葉
に赤字企業に転落し，ヒーロー・サイクルを初めとする北インドの自転車
企業に主導的地位を大きく揺さぶられることになった（Dixit and Jain 
2003）。こうしてみると，モジュール化が著しく進展している自転車産業
の場合，統合型を進めるのではなく，アウトソーシングを拡大するほうが，
外部経済（ネットワークの経済）を利用できるために，より好ましい選択
であろう。
一方，エイボン社もヒーロー社も生き延びている主要な理由は，それぞ
れが膨大な規模で中小規模の自転車部品企業が集中しているルディアナと
いうクラスターに位置しているためである（Singh 1994）54）。インド全体の
自転車の年間生産台数は1,500万台であるが，このうちルディアナで1,200
万台が生産されている。ルディアナには2,500社〜4,000社にのぼる自転車
製造企業・同部品製造企業がひしめいている。「大規模―小規模―極小規
産の100％をヒーロー・サイクルに納入している。ハンドル年産250万個，フレームとフォー
ク年産30万個，泥除け年産30万個である。スチール製のフレームおよびフォークを生産して
いる。ベンダーは50社にのぼり，その関係は継続的であり，固定されている。いずれのベン
ダーも雇用者数は5名〜50名で，すべて登録企業である。またＳ社の雇用者数は400名であり，
そのうち90％はUP州，ジャルカンド州，ビハール州からの移民労働者である。NN社は，ヒ
ーロー・サイクルだけでなく，アトラス，SKバイク，ヒーロー・エコテク，TI，A1，ター
ター・インターナショナル各社からOEM生産を請け負っている。部品はアセンブラー（発注
元企業）が調達して，NN社に提供している。サスペンション・フォーク日産2,500個，リジ
ッド・フォーク日産1,500個，フレーム日産1,200個，ハンドルバー日産3,500個，完成車月産
18,000台（このうちヒーロー・サイクル向け月産10,000台）である。フレーム・デザインは
NN社が行っている。CNCマシンおよびロボットを導入している。雇用者数は900名で，大半
はUP州，ジャルカンド州，ビハール州からの移民労働者である。なおNN社は自転車だけで
なく，農業用機器をも製造している。M社は，フォーク，フレーム，ハンドルバー，泥除け，
サスペンション・フォークを製造している。月産30,000個であるが，このうち70％をヒーロ
ー・サイクルにOEM供給している。雇用者数は200名で，すべて未熟練労働者である。
54） スクパル・シンによると，パンジャーブ州で自転車産業にかかわっている企業家の３分の１
以上がカトリ（Khatri）カーストであり，現パキスタンの西パンジャーブからインドへの避
難民である。またルディアナで自転車に携わっている企業は他州の企業と比較しても，より
労働集約的である（Singh 1994）。
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模」という関連での下請化が進んでおり，これが費用節約につながってい
る（Singh 1994）。
3−4　世界市場の中でのインド自転車産業
自転車産業が1997年７月に規制緩和され，外資系企業の参入が容易にな
り，国内市場での競争が激しくなった。なかでも最大の脅威となったのは
中国からの自転車および自転車部品の輸入である55）。2007年７月時点で，
中国製自転車のために，ルディアナの自転車企業は国内市場の50％，そし
て100億ルピーにのぼる輸出市場を失う可能性があると報告されている。
中国製自転車の生産コストはインドのそれよりもはるかに安い。例えば，
MSラウンドバー（mild steel round bar），CRCAスティールシート（cold 
rolled and close annealed steel sheet），チューブ・ホバー（tube hover）の
価格は，ルディアナ製の場合それぞれ29,000ルピー，36,000ルピー，43,000
ルピーであるが，中国製の場合それぞれ14,400ルピー，21,000ルピー，
25,000ルピーである。ルディアナに設立されたインド自転車製造業者協会
（IBMA: Indian Bicycle Manufacturer Association）によると，インド製自転
車は中国製自転車よりも30％程度高く，中国製自転車部品を輸入した場合
には関税・運送費を支払った後でも15〜25％のマージンが残る。またファ
ンシー自転車部門では，中国製はすでに25％の市場シェアを獲得した。ル
ディアナ市にあるダンダリのドライポートには，毎月少なくとも自転車部
品が積み込まれた100個のコンテナが中国から入ってくる。さらにヒーロ
ー・グループ，イーストマン・インダストリーズ，サデム・サイクルをは
じめ多くの自転車製造企業は中国に部品購入拠点を開設した（Business 
国際価値連鎖とインドの自転車産業
55） 工業生産のうち商業省・工業生産政策局(DIPP)からの生産データが取得可能な268品目の工
業生産指数，輸入指数，および輸出指数を品目ごとに検討した（Singh 2012）によると，
2005－06年度から2010－11年度にかけて，「総輸入のうち中国からの輸入が占めるシェア」
は自転車の場合には91%〜95%，自転車部品の場合には82%〜94%にのぼり，268品目の中
でも圧倒的に中国からの輸入シェアが大きい。中国の国内市場での行き場を失った，自転車
および自転車部品が津波のようにインドに押し寄せているようである。
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Standard, “Indian bicycle industry to lose huge market shares to China,” 
July 30, 2007）。
上述したように，中国からの輸入の場合，完成車には30％，自転車部品
には20％の輸入関税が課されている。中国の業者は関税を回避すべく，南
アジア自由貿易地域（SAFTA）のメンバー国であるために6.4%の関税し
かかからないスリランカやバングラデシュを迂回してインドへ輸出してい
ると言われている。またASEANとインドの自由貿易協定を利用して，マレ
ーシアやタイを迂回して輸入されている場合もあるという56）。中国製自転
車・同部品の輸入額は，2010－11年度の160億ルピーから2012－13年度に
は220〜250億ルピーへと増加した。インドの自転車製造企業はとりわけハ
イエンド自転車および自転車部品（とりわけ，バスケット，スポーク，ハ
ブカップ，ハブコーン，キャリアー，チェーン，ハンドルボルト，ブレー
キ）で中国製に大きく依存している（Business Standard, “Importers get 
Chinese bicycles in India via Sri Lanka, Bangladesh,” February 10, 2014）。
2015年４月時点では，毎月５万台以上の中国製・台湾製ハイエンド完成
車が輸入されていると報告されている。伝統的なロードスター自転車（あ
るいは黒塗り自転車）に対する需要は日に日に減少しており，ルディアナ
の自転車業界は変容を迫られている57）。ハイエンド自転車製造用の部品の
大半は中国あるいは台湾から輸入されており，インドで組み立てられて輸
出にまわされている。ルディアナに拠点を置いている自転車・同部品製造
業者協会（UCPMA: United Cycle and Parts Manufacturer Association）に
よると58），インドの自転車需要の７割が大人用，３割が子供用であり，大
人用自転車の７割がハイエンド自転車である。ルディアナの部品製造企業
56） そ の 後 は さ ら に カ ン ボ ジ ア か ら の 輸 入 も 増 加 し て き た（The Tribute, “Imports from 
Cambodia give tough time to bicycle industry,” April 16, 2016）。
57） 前述したように，ヒーロー・サイクルはおもにヨーロッパ市場を狙った高級自転車製造へと
重点をシフトしている。
58） UCPMAの会員数は2,300社近くにのぼる。単位業種としては，アジア最大の業界団体であ
る (UCPMA 2014)。
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は依然として古い技術を使用しており，そのためにハイエンド自転車を製
造 す る こ と が で き な い（Hindustan Times, “Huge import of high-end 
bicycles every month gives local manufacturers’ sleepless night,”April 11, 
2015）。また2018年１月にUCPMAで行なったヒアリングによると，安価な
中国部品の輸入によって過去10年間に5,000社が倒産したとのことであっ
た。
こうした事態に対応すべく，いくつかの主導的なルディアナの企業は中
国企業との合弁を摸索しはじめた。またパンジャーブ州政府は「バイク・
ヴァレー・インディア（Bike Valley India）」を設立し，そこに中国企業を
誘致しようと企画している。急増する輸入自転車に対抗するためには，ハ
イエンド自転車を製造し，それを可能とする技術が不可欠であるとの考え
によるものである。ルディアナで，毎年900万台の自転車が製造されている
が，その存続はますます政府調達に依存する度合いが大きくなっている。
ハイエンド自転車需要は毎年15％増加している（Bike Europe, “China 
industry invited for forming Bike Valley India,” 31 May, 2016）59）。
おわりに
中国製品の怒涛のような輸入増加という近年の動向から明らかなよう
に，インドの自転車製造企業は一つには高コストのために，また一つには
劣った技術と品質のために，規制緩和・貿易自由化によって競争力のなさ
を完膚なきまでに露呈することになった。規制緩和を目前に控えた時期に
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59） 別の推計によると，大衆車セグメントの年成長率が4〜6％であるのに対し，プレミアムお
よびライフスタイル・セグメントの年成長率は30％とされている。また現時点では，大半
のプレミアムおよびライフスタイル・セグメントの自転車は輸入されており，輸入車に対す
る（輸入関税を含む）総関税は44％である。またこのセグメントの市場規模は年間25万台
未満と推定されている。ジャイアント（台湾），メリダ（台湾），トレック（アメリカ），キ
ャノンデール（アメリカ），スコット（スイス），モントラ，ビアンキ，シュイン，GT，マ
ングース，ファントム，ファイアフォックス，Bトゥイン，ハイバイク，等さまざまなブラ
ンドが輸入されている（Salunkhe and Dikkatwar 2015）。
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ヒーロー・サイクル社のCEOプラカシュ・ムンジャル（Prakash Munjal）
は，次のように述べていた。すなわち，「われわれの最大の優位点はインド
の津々浦々からきわめて安価な価格でスペアパーツを調達できることにあ
る。どのような外国企業であれ，われわれの優位点に及ぶものはない」。こ
れに対しTIサイクル社のマネジャーはより慎重であり，以下のように述べ
ていた。すなわち，「子供用自転車とギア付き自転車では厳しい競争になる
だろう。というのも中国製自転車は15〜35％コストが低いからである。し
かし品質とブランドイメージでわれわれのほうがすぐれている。さらに［イ
ンド国内での］販売は中国系企業にとって簡単ではないであろう。われわ
れは，ブランド，市場，そして販売をコントロールしており，製造はこう
したすべてに対して付随的なものである。……中国製自転車がより安価で
あるならば，われわれは中国から調達し，われわれのブランドで販売する
ことになるだろう」（Khanna, Sen and Ray 2001: 120-121）。
この２つのコメントは，規制緩和が進展した今となっては，ともに間違
った認識であったことを露呈している。インド製自転車部品は「安価」で
もないし，「品質」ですぐれていることもない。高関税と「自転車無料配布
プログラム」という形をとった州政府補助金に守られて，かろうじて生き
延びている状態である。日本や台湾や中国でみられたような自転車産業の
革新は，インドでは見られない。その理由は，インド自転車製造企業が国
際価値連鎖の大波から取り残されてきたためである。インドの自転車産業
はBGVCに分類される国際商品を生産する産業ではなく，現在なお国際市
場から孤立した閉鎖的な国内市場で生き延びているPGVC型の産業であ
る60）。ここでは依然として，「組立メーカー＝ブランド所有企業」が主導企
業であり，コーディネーターとしての役割を果たしている61）。
ただし話をインド国内に限定するならば，確立したブランドイメージと
販売網で優れていることは事実である。インドの完成車メーカーの場合に
は，アメリカ，日本，台湾企業のように中国企業から（中国で生産して）
OEM調達・輸入するという形ではなく，①インド製部品にとってかわって
59
中国製部品を購入（輸入）し，それを使用して組み立てて，インド企業名
（ブランド名）で販売するか，あるいは②中国企業をインドに誘致し合弁会
社で完成車を生産するという形をとることになるように思われる（ただし，
後者の可能性はきわめて低い）。つまり最終組み立てだけはインド国内の工
場でおこなうという形である。現時点では輸入品に対してなおかなりの高
関税を課すことによってなんとか生き延びているが，ひとたび関税が撤廃
されるならば（ただし，現時点ではこの可能性はほとんどない），インド自
転車部品企業だけでなく，完成車メーカーもきわめて厳しい競争にさらさ
れることになろう。
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60） 先進諸国でも高級自転車の場合にはPGVC型に分類できるが，インドの場合には低価格が競
争の源となっている標準車の場合でもPGVC型である点に特徴がある。一昔前の生産体制が
存続している事例である。
61） インドの自転車産業は，アパレル産業や履物産業と並んで，輸入代替工業化戦略がマイナス
に働いた産業の一つである。これとは対照的に，自動車産業，自動車部品産業，二輪車産業，
製薬産業等は，自転車産業と同様に輸入代替工業化戦略の下で手厚い保護と恩恵を受けてき
た産業であるが，当該産業を担う地場企業は経済自由化以降着実に競争力を高めている。輸
入代替工業化戦略は，資本・技術集約型産業においては技術蓄積を進め有効に働いたが，生
産技術がはやくに標準化し国際的フラグメンテーションが進展した労働集約型産業ではマイ
ナス面のほうがはるかに大きかったと言えそうである。
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《Abstract》
Development history of the bicycle industry since the end of the Second 
World War is represented in such four key words as Schwinn of the US, 
Shimano of Japan, Giant of Taiwan, and electric bicycle and bike-sharing of 
China. Although, next to China, India is the second biggest bicycle 
producing country of the world, India has never entered in such a main 
global development path of the bicycle industry. We investigate why Indian 
bicycle industry has been lagged behind from such global development 
trends of bicycle industry. In Chapter 1, we describe the industrial 
characteristics of bicycle as an open modular type industry, and also a 
buyer-driven type industry from the perspective of global value chain 
framework. In Chapter 2, we summaries the global development history of 
bicycle industry. In Chapter 3, we focus on the bicycle industry of India; its 
development and characteristics. Then we conclude that because Indian 
bicycle companies have never been involved in global value chain as OEM 
supplier, even today they barely survive in an isolated island under the 
heavy protection of the government.          
